
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     県内中小企業の景況感  

県内中小企業の景況感は、一部に足踏み感
がみられるものの、持ち直しの動きがみら
れる。先行きについては改善の動きがみら
れる。 
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埼玉県のマスコット 

さいたまっち コバトン 

特別調査  価格転嫁について 

     ＳＤＧs の認知・取組状況について 

     生物多様性及び 

     ネイチャーポジティブの認知・取組状況について

彩の国 埼玉県 

令和６年１０月１８日 

埼 玉 県 産 業 労 働 部 

 

埼玉県では、四半期ごとに県内中小企業を対象にアンケートとヒアリングによる 

経営動向調査を行っています。今回は令和６年７～９月期についての結果報告です。 

アンケート調査は、県内中小企業 2,200 社に送付し、1,387 社から御回答いただきました。 

（回答率 63.0％） 
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はじめに 
 

埼玉県では、県内主要業界・業種の景況について、その現状と見通しに関する調査を四半期ごとに 

実施し、産業労働施策を推進するための基礎資料として活用しております。 

調査結果の公表 

アンケート及びヒアリング調査の結果全体を取りまとめ、原則として、調査月の翌月中旬に公表します。 

アンケート調査の集計表は埼玉県ホームページに掲載しております。 

埼玉県ホームページ ： https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/doukou.html 

調査方法の概要 

１ 調査の方法 （１）書面によるアンケート調査 （２）業界団体及び個別企業へのヒアリング 

 

 ２ 調査対象期間  令和６年７～９月（調査日：令和６年９月１日時点） 

 

３ 調査対象業種及び回答数 

 対象業種 対象企業数 回答数 回答率 

 

アンケート調査 

 

 

 

製 造 業       

非 製 造 業       

計 

        企業 

     ９６０ 

 １,２４０ 

 ２,２００ 

      企業 

 ５７９ 

 ８０８ 

１,３８７ 

       % 

  ６０.３ 

  ６５.２ 

  ６３.０ 

 

ヒアリング調査 

 

 

 

 

 

製 造 業       

建 設 業 

小 売 業       

飲 食 店 

情報サービス業 

運 輸 業 

サービス業 

計 

     団体・企業 

      ２９  

   ３  

     １１  

１  

        ３  

１  

２  

      ５０  

   

 

 

     ※ アンケート調査先は、『株式会社東京商工リサーチ埼玉支店』の企業情報から 
      県内中小企業を業種別に抽出しました。 
 
   ※製造業（１２業種） 
   食料品製造、繊維工業、家具・装備品、パルプ・紙・紙加工品、印刷業、化学工業、プラス 
   チック製品、鉄鋼業・非鉄金属、金属製品、電気機械器具、輸送用機械器具、一般機械器具 

   ※非製造業（７業種） 

    建設業、卸売・小売業、飲食店、情報サービス業、運輸業、不動産業、サービス業 
 

業種別の回答数及び回答内容については、ホームページに掲載している集計表を御覧ください。 
 

４ 書面アンケートの集計方法 

アンケート調査については、業種別に景気の動向を観測できる項目を抽出し、前期との対比による増減

又は好転・悪化の割合（％）の差をＤＩ値として集計しています。 

 
 
 
 
 
 

 

   (注１)本文中の割合(％)については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、 
景況感、売上げ、資金繰り及び採算の各ＤＩ値は、±０.１の範囲で差異が生じることがある。 

 (注２)設問によっては未回答もあり、必ずしも回答数の総数(１,３８７件)とは一致しない。 

ＤＩ（景気動向指数：Diffusion Index）とは 

 増加（好転）と回答した企業割合から減少（悪化）と回答した企業割合を差し引いた指数

で、企業の景況判断等の強弱感の判断に使用する指数のことです。 

〈例〉「増加」５０％ 「変わらず」２０％ 「減少」３０％ 

   ＤＩ＝５０％－３０％＝２０ 
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県内中小企業の景況感は、一部に足踏み感がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。 

先行きについては改善の動きがみられる。 
  
  ○経営者の景況感ＤＩは、▲４０.０と、前期比で３.１ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

    業種別では、製造業は３期ぶりに改善し、非製造業は２期ぶりに改善した。 

  ○景況感の先行きＤＩは▲１０.２と、前期比で５.９ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

  ○売上げＤＩ及び資金繰りＤＩは２期ぶりに悪化し、採算ＤＩは２期連続で改善した。 

  ○設備投資の実施率は２３.４％で、２期ぶりに増加した。 

  ○来期については、売上げＤＩ、資金繰りＤＩ及び採算ＤＩは当期ＤＩより改善する見通しである。 

    また、設備投資の実施率については当期実施率より減少する見通しとなっている。 

I. 調査結果概要 

県内中小企業の経営状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）数値については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、ＤＩを算出すると±0.1 ポイントの範囲で 

   差異が生じることがある。 

    注２）「前期」：令和６年４～６月期、「当期」：令和６年７～９月期、「来期(先行き)」：令和６年１０～１２月期 

 

 

     自社業界の景況感ＤＩは▲４０.０（前期比＋３．１）となり、２期ぶりに改善した。 

     業種別にみると、製造業は３期ぶりに改善し、非製造業は２期ぶりに改善した。 

 

・景況感ＤＩの推移  

  
当 期 

(R6.7-9) 

前 期 

(R6.4-6) 

前年同期 

(R5.7-9) 

全  体 ▲４０．０ ▲４３．１ ▲４０．８ 

製 造 業 ▲４６．３ ▲５０．８ ▲４７．３ 

非製造業 ▲３５．５ ▲３７．４ ▲３６．０ 

      

     先行きについては、「良い方向に向かう」とみる企業は９.２％（前期比＋１.５）、 

    「悪い方向に向かう」とみる企業は１９.４％（前期比▲４.４）だった。 

     先行きＤＩは▲１０.２（前期比＋５.９）と、２期ぶりに改善した。 

 

・来期の見通し 

良い方向に向かう 悪い方向に向かう 
先行き DI 

(R6.10-12) 

全  体 ９．２％ １９．４％ ▲１０．２ 

製 造 業 ８．５％ ２０．１％ ▲１１．６ 

非製造業 ９．７％ １８．９％ ▲９．２ 
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  売上げＤＩは▲１９.６（前期比▲１.１）となり、２期ぶりに悪化した。来期は改善する見通し。 

  業種別にみると、製造業は２期連続改善し、非製造業は２期ぶりに悪化した。 

  来期については、製造業、非製造業ともに当期の売上げＤＩより改善する見通しである。 

 

・売上げＤＩの推移 

  
当 期 

(R6.7-9) 

前 期 

(R6.4-6) 

前年同期 

(R5.7-9) 

来期見通し 

(R6.10-12) 

全  体 ▲１９．６ ▲１８．５ ▲１７．８ ▲２．４ 

製 造 業 ▲２２．１ ▲２３．４ ▲１９．４ ▲１．０ 

非製造業 ▲１７．８ ▲１４．９ ▲１６．６ ▲３．４ 

 

 

  資金繰りＤＩは▲１９.９（前期比▲１.４）となり、２期ぶりに悪化した。来期は改善する見通し。 

  業種別にみると、製造業、非製造業ともに２期ぶりに悪化した。 

  来期については、製造業、非製造業ともに当期の資金繰りＤＩより改善する見通しである。 

 

・資金繰りＤＩの推移 

  
当 期 

(R6.7-9) 

前 期 

(R6.4-6) 

前年同期 

(R5.7-9) 

来期見通し 

(R6.10-12) 

全  体 ▲１９．９ ▲１８．５ ▲２１．８ ▲１１．６ 

製 造 業 ▲２４．１ ▲２３．５ ▲２４．４ ▲１０．７ 

非製造業 ▲１６．９ ▲１４．７ ▲１９．８ ▲１２．３ 

 

 

  採算ＤＩは▲２５.５（前期比＋１.２）となり、２期連続改善した。来期は改善する見通し。 

  業種別にみると、製造業、非製造業ともに２期連続改善した。 

  来期については、製造業、非製造業ともに当期の採算ＤＩより改善する見通しである。 

 

・採算ＤＩの推移 

  
当 期 

(R6.7-9) 

前 期 

(R6.4-6) 

前年同期 

(R5.7-9) 

来期見通し 

(R6.10-12) 

全  体 ▲２５．５ ▲２６．７ ▲２６．９ ▲１３．９ 

製 造 業 ▲２７．９ ▲３０．４ ▲２８．７ ▲１３．３ 

非製造業 ▲２３．８ ▲２３．９ ▲２５．５ ▲１４．３ 
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  実施率は２３.４％（前期比＋３.５％）となり、２期ぶりに増加した。来期は減少する見通し。 

  業種別にみると、製造業、非製造業ともに２期ぶりに増加した。 

  来期については、製造業、非製造業ともに当期の実施率より減少する見通しである。 

 

・設備投資の実施率 

当 期 

(R6.7-9) 

前 期 

(R6.4-6) 

前年同期 

(R5.7-9) 

来期見通し 

(R6.10-12) 

全  体 ２３．４％ １９．９％ ２０．４％ １８．６％ 

製 造 業 ２７．３％ ２３．０％ ２４．６％ ２２．０％ 

非製造業 ２０．７％ １７．７％ １７．３％ １６．１％ 

 

 

【現在の景況感】 

(一般機械器具) 食料品関連等で引き合いが増えてきており、徐々に良い方向に向かってきている。 

(輸送用機械器具) 業界全体で受注量が落ち込んでいる印象であり、不況である。 

(金属製品) 半導体製造装置関連の受注が低迷から脱し、景況感は良くなってきている。 

(プラスチック製品) 住宅着工の落ち込みの影響で住宅設備関係の動きが鈍く、不況である。 

(食料品製造) 足元で受注は堅調であり、景況感は良くなってきている。 

(百貨店） 足元の売上げは前年並みであり、景況感は普通である。 

(スーパー) 他社との差別化から業績は計画を上回る推移となっており、好況である。 

 

【売上げ・採算】 

(電気機械器具) 市況の低迷から前期は大きく売上高が落ち込んだが、今期はやや回復基調にある。 

(銑鉄鋳物) 価格転嫁はできているものの、受注が低迷しており、売上高は減った。 

(食料品製造) オリジナル商品を中心に受注が順調に増えており、採算性は良くなった。 

(印刷業) 受注が低調に推移する中、コストの上昇が続いており、採算性は悪くなった。 

(スーパー) 天候（猛暑、豪雨）の影響で衣料品の売れ行きが落ち込んだ。 

(情報サービス業) 値上げにより売上高は増えているが、受注件数はほとんど変わらない。 

 

【今後の見通し】 

(輸送用機械器具) 大手自動車メーカーの認証不正問題が落ち着けば景況感は良くなっていくとみている。 

(電気機械器具) 半導体市況の底打ちにより、景況感は良くなっていくとみている。 

(印刷業) 市場全体が縮小する一方でコスト上昇は続いており、明るい兆しが見えない。 

(百貨店) 今後売上げは大きく増えることはなく、現状の水準が続くとみている。 

(宿泊業) 旅行需要の回復で近隣の同業者も業況は良い様子であり、今後の見通しも明るい。 

(旅行業) 需要は堅調であるものの、人手不足への懸念から先行きは不透明である。 

(運輸業) 自社の経営資源（人材、車両等）は限られており、採算性を見極めながら受注を選別し

ていく。 
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 自社業界の景気について「好況である」とみる企業は５.２％、「不況である」とみる企業は 
４５.２％で、景況感ＤＩ（「好況である」－「不況である」企業の割合）は▲４０.０となった。 
 前期（▲４３.１）から３.１ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

II. 調査結果の詳細（アンケート調査からみた経営動向） 

※ 数値については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、ＤＩを算出すると±0.1 ポイントの範囲で差異が

生じることがある。 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

 製造業 

「好況である」とみる企業は５.８％、「不況である」とみる企業は５２.１％で、景況感ＤＩは 

▲４６.３となった。前期（▲５０.８）から４.４ポイント増加し、３期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「繊維工業」「パルプ・紙・紙加工品」「化学工業」  

「鉄鋼業・非鉄金属」「金属製品」が前期から悪化し、それ以外の７業種は前期から改善した。特 

に、「電気機械器具」は前期比で１８.６ポイント増加し、前年同期比でも４.６ポイント増加した。 

 

 非製造業 

「好況である」とみる企業は４.７％、「不況である」とみる企業は４０.３％で、景況感ＤＩは 

▲３５.５となった。前期（▲３７.４）から１.８ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「情報サービス業」「運輸業」「不動産業」「サービス業」 

が前期から悪化し、それ以外の３業種は前期から改善した。特に、「飲食店」は前期比で９.３ポイン 

ト改善し、前年同期比でも８.６ポイント増加した。 

 

・業種別の景況感ＤＩ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・景況感ＤＩの推移 

  
当期 DI 

(R6.7-9) 

前期比 

(R6.4-6) 

前年同期比 

(R5.7-9) 

来期見通し DI 

(R6.10-12 の見通し) 

前期比[前回調査] 

(R6.7-9 の見通し) 

全  体 ▲４０．０ ＋３．１ ＋０．８ ▲１０．２ ＋５．９ 

製 造 業 ▲４６．３ ＋４．４ ＋０．９ ▲１１．６ ＋３．３ 

非製造業 ▲３５．５ ＋１．８ ＋０．５ ▲９．２ ＋７．７ 

 

4.7%

5.8%

5.2%

55.0%

42.1%

49.6%

40.3%

52.1%

45.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非製造業

(n=802)

製造業

(n=572)

全体

(n=1,374)

好況である 普通である 不況である

＜景況感ＤＩ＞

▲ 40.0

▲ 46.3

▲ 35.5
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 先行きについては、「良い方向に向かう」とみる企業は９.２％（前期比＋１.５％）、「悪い方 
向に向かう」とみる企業は１９.４％（前期比▲４.４％）だった。先行きＤＩは▲１０.２（前期 
比＋５.９％）と、２期ぶりに改善した。 

6.9%

7.3%

6.5%

3.3%

55.9%

59.0%

48.4%

45.7%

37.2%

33.8%

45.1%

51.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５１人以上

(n=145)

２１～５０人

(n=234)

６～２０人

(n=386)

１～５人

(n=578)

好況である 普通である 不況である

＜景況感ＤＩ＞

▲ 47.8

▲ 38.6

▲ 26.5

▲ 30.3

9.2%

7.7%

8.5%

8.7%

9.7%

7.0%

71.4%

68.4%

71.4%

67.6%

71.4%

69.1%

19.4%

23.8%

20.1%

23.7%

18.9%

23.9%

全 体 今回調査

（n=1,371）

前回調査

（n=1,347）

製 造 業 今回調査

（n=567）

前回調査

（n=574）

非製造業 今回調査

（n=804）

前回調査

（n=773）

良い方向に向かう どちらともいえない 悪い方向に向かう

<先行きDI>

▲ 11.6

▲ 15.0

▲ 10.2

▲ 16.1

▲ 16.9

▲ 9.2

・景況感ＤＩの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・従業員規模別の景況感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

製造業 

      先行きＤＩは▲１１.６（前期比＋３.３）と、２期ぶりに改善した。 

非製造業 

      先行きＤＩは▲９.２（前期比＋７.７）と、２期ぶりに改善した。 

 

・来期の景況感ＤＩ 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 40.0

▲ 46.3

▲ 35.5

▲ 90

▲ 80

▲ 70

▲ 60

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

H24. H25. H26. H27. H28 H29 H30 H31 R1. R2. R3. R4. R5. R6.
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～

12

1

～

3

4

～

6

7

～
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1

～

3

4

～

6

7

～

9
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～
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1

～

3

4

～

6

7

～

9
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～
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1

～

3

4

～

6

7

～

9
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～
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1

～

3

4

～

6

7

～

9
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～
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1

～

3

4

～

6

7

～

9
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～
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1

～

3

4

～

6

7

～

9
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～
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1

～

3

4

～

6

7

～

9
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～
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1

～

3

4

～

6

7

～

9
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～
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1

～

3

4

～

6

7

～

9
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～

12

1

～

3

4

～

6
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～

9
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～

12

1

～

3

4

～

6
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～

9
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～
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1

～
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4

～

6
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～

9

全 体

製 造 業

非製造業

ＤＩ

製造業

全 体

非製造業

製造業

非製造業

全体
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・景況感ＤＩの推移（詳細） 

 

 

 

 

 

景況感ＤＩの推移

単位：ＤＩ
R5. R5. R6. R6. R6. R6.

7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

（当　期） （見通し）

▲ 40.8 ▲ 41.9 ▲ 41.0 ▲ 43.1 ▲ 40.0 3.1 0.8 ▲ 10.2

▲ 47.3 ▲ 44.6 ▲ 46.9 ▲ 50.8 ▲ 46.3 4.4 0.9 ▲ 11.6

▲ 27.1 ▲ 24.5 ▲ 36.7 ▲ 42.0 ▲ 37.5 4.5 ▲ 10.4 ▲ 2.1

▲ 73.5 ▲ 67.7 ▲ 56.8 ▲ 60.0 ▲ 66.7 ▲ 6.7 6.9 ▲ 42.4

▲ 65.4 ▲ 46.7 ▲ 29.6 ▲ 48.1 ▲ 42.9 5.3 22.5 ▲ 11.1

▲ 55.1 ▲ 62.5 ▲ 73.9 ▲ 63.6 ▲ 64.4 ▲ 0.8 ▲ 9.3 ▲ 14.0

▲ 62.5 ▲ 53.7 ▲ 44.7 ▲ 75.0 ▲ 64.1 10.9 ▲ 1.6 ▲ 28.2

▲ 41.9 ▲ 26.8 ▲ 27.9 ▲ 28.9 ▲ 34.0 ▲ 5.2 7.8 4.3

▲ 49.0 ▲ 53.1 ▲ 49.0 ▲ 55.6 ▲ 41.8 13.7 7.2 ▲ 14.8

▲ 56.6 ▲ 61.5 ▲ 54.0 ▲ 53.2 ▲ 60.0 ▲ 6.8 ▲ 3.4 0.0

▲ 34.9 ▲ 41.3 ▲ 52.2 ▲ 50.7 ▲ 54.8 ▲ 4.1 ▲ 19.9 ▲ 9.6

▲ 35.9 ▲ 28.3 ▲ 38.2 ▲ 50.0 ▲ 31.4 18.6 4.6 ▲ 3.9

▲ 35.8 ▲ 38.5 ▲ 40.0 ▲ 41.3 ▲ 33.3 8.0 2.5 ▲ 18.0

▲ 53.3 ▲ 40.0 ▲ 51.7 ▲ 44.1 ▲ 35.1 9.0 18.2 ▲ 12.1

   非  製  造  業 ▲ 36.0 ▲ 40.0 ▲ 36.4 ▲ 37.4 ▲ 35.5 1.8 0.5 ▲ 9.2

▲ 31.2 ▲ 31.6 ▲ 25.7 ▲ 36.1 ▲ 34.2 1.9 ▲ 3.0 ▲ 5.8

 総合工事業 ▲ 32.7 ▲ 34.6 ▲ 30.0 ▲ 37.0 ▲ 34.5 2.5 ▲ 1.9 ▲ 11.1

 職別工事業 ▲ 39.6 ▲ 35.8 ▲ 26.9 ▲ 41.2 ▲ 44.2 ▲ 3.1 ▲ 4.6 ▲ 3.8

 設備工事業 ▲ 22.8 ▲ 24.5 ▲ 20.0 ▲ 30.2 ▲ 22.9 7.3 ▲ 0.1 ▲ 2.1

▲ 45.6 ▲ 50.0 ▲ 52.6 ▲ 48.9 ▲ 43.7 5.2 1.9 ▲ 15.1

（卸売業） ▲ 34.1 ▲ 43.5 ▲ 45.0 ▲ 45.1 ▲ 34.4 10.8 ▲ 0.2 ▲ 11.4

 繊維・衣服等 ▲ 25.0 ▲ 55.0 ▲ 21.4 ▲ 45.0 ▲ 42.1 2.9 ▲ 17.1 ▲ 26.3

  飲食料品 ▲ 25.0 ▲ 42.3 ▲ 46.4 ▲ 48.3 ▲ 29.0 19.2 ▲ 4.0 ▲ 6.3

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 34.4 ▲ 25.8 ▲ 39.3 ▲ 50.0 ▲ 43.3 6.7 ▲ 9.0 ▲ 16.7

 機械器具 ▲ 31.8 ▲ 34.8 ▲ 52.0 ▲ 31.0 ▲ 18.5 12.5 13.3 ▲ 3.7

その他 ▲ 54.2 ▲ 66.7 ▲ 56.0 ▲ 52.2 ▲ 41.7 10.5 12.5 ▲ 8.3

（小売業） ▲ 55.6 ▲ 55.4 ▲ 59.4 ▲ 52.5 ▲ 52.6 ▲ 0.1 3.0 ▲ 18.6

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 73.0 ▲ 71.4 ▲ 71.0 ▲ 61.8 ▲ 69.2 ▲ 7.5 3.7 ▲ 5.1

 飲食料品 ▲ 52.6 ▲ 43.2 ▲ 64.7 ▲ 52.8 ▲ 50.0 2.8 2.6 ▲ 28.6

 機械器具 ▲ 51.5 ▲ 38.7 ▲ 55.2 ▲ 46.7 ▲ 41.9 4.7 9.6 ▲ 18.2

 その他 ▲ 44.4 ▲ 63.2 ▲ 48.7 ▲ 48.8 ▲ 46.2 2.6 ▲ 1.7 ▲ 25.0

▲ 37.1 ▲ 42.9 ▲ 14.3 ▲ 37.8 ▲ 28.6 9.3 8.6 ▲ 2.4

▲ 13.8 ▲ 16.7 ▲ 7.7 ▲ 9.4 ▲ 14.5 ▲ 5.1 ▲ 0.7 ▲ 1.6

▲ 53.8 ▲ 49.1 ▲ 42.3 ▲ 41.1 ▲ 43.1 ▲ 2.0 10.7 ▲ 12.1

▲ 30.2 ▲ 47.2 ▲ 26.3 ▲ 32.7 ▲ 37.7 ▲ 5.1 ▲ 7.5 ▲ 7.5

▲ 28.4 ▲ 32.7 ▲ 35.8 ▲ 28.0 ▲ 29.9 ▲ 1.9 ▲ 1.5 ▲ 6.7

 専門サービス業 ▲ 14.0 ▲ 29.5 ▲ 20.0 ▲ 23.9 ▲ 23.9 0.0 ▲ 9.9 ▲ 4.3

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 51.4 ▲ 59.0 ▲ 53.8 ▲ 34.2 ▲ 35.9 ▲ 1.7 15.5 ▲ 17.5

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 36.1 ▲ 25.7 ▲ 41.0 ▲ 36.8 ▲ 34.1 2.7 2.0 2.4

 その他の事業サービス業 ▲ 19.5 ▲ 18.2 ▲ 30.8 ▲ 17.1 ▲ 26.3 ▲ 9.2 ▲ 6.8 ▲ 8.1

増　 減

 情報サービス業

 家具・装備品

 繊維工業

 一般機械器具

 プラスチック製品

 鉄鋼業・非鉄金属

 卸売・小売業

 輸送用機械器具

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 化学工業

 飲　食　店

前年
同期比

業　　　　　　　種

 全 　 　　　　体

   製　　造　　業

前期比

 食料品製造

卸

売

小

売

 金属製品

 不動産業

 サービス業

 建　設　業

 運輸業

 電気機械器具　
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  前期と比べ、売上げが「増加した」と答えた企業は１７.０％、「減少した」と答えた企業は３６.６％ 
で、売上げＤＩ（「増加した」－「減少した」と答えた企業の割合）は▲１９.６となった。 
前期（▲１８.５）から１.１ポイント減少し、２期ぶりに悪化した。 

先行きについて、売上げが「増加する」見通しと答えた企業は２２.３％「減少する」見通しと答えた 
企業は２４.７％であった。 
 当期の売上げＤＩ（▲１９.６）と比べて、来期ＤＩは▲２.４（当期比＋１７.２）と改善する見通し
である。 

 

 

 

 

〈業種別〉 

製造業 

売上げが「増加した」と答えた企業は１６.４％、「減少した」と答えた企業は３８.５％で、売上げ 

ＤＩは▲２２.１となった。前期（▲２３.４）から１.２ポイント増加し、２期連続改善した。 

業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「食料品製造」「パルプ・紙・紙加工品」「印刷業」「化学

工業」の４業種が前期から悪化し、それ以外の８業種は前期から改善した。特に、「繊維工業」は 前

期比で２２.４ポイント増加し、前年同期比では１１.８ポイント増加した。 

 

非製造業 

売上げが「増加した」と答えた企業は１７.５％、「減少した」と答えた企業は３５.３％で、売上げ 

ＤＩは▲１７.８となった。前期（▲１４.９）から２.９ポイント減少し、２期ぶりに悪化した。 

業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「建設業」「運輸業」「不動産業」が前期から改善し、それ以

外の業種は前期から悪化した。特に、「飲食店」は前期比で１８.７ポイント減少し、前年同期比でも 

２１.４ポイント減少した。 

 

・売上げ実績 

  増えた 変わらない 減った DI 前期比 前年同期比 

全  体 １７．０％ ４６．３％ ３６．６％ ▲１９．６ ▲１．１ ▲１．８ 

製 造 業 １６．４％ ４５．１％ ３８．５％ ▲２２．１ ＋１．２ ▲２．７ 

非製造業 １７．５％ ４７．２％ ３５．３％ ▲１７．８ ▲２．９ ▲１．２ 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

製造業 

      来期の売上げＤＩは▲１.０（当期比＋２１.１）と改善する見通しである。 

  非製造業 

      来期の売上げＤＩは▲３.４（当期比＋１４.５）と改善する見通しである。 

 

        (注)全業種の集計結果とＤＩの推移は付表(Ｐ５３)を御覧ください。 
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 前期と比べ、資金繰りが「良くなった」と答えた企業は７.０％、「悪くなった」と答えた企業は 
２６.９％で、資金繰りＤＩ（「良くなった」－「悪くなった」と答えた企業の割合）は▲１９.９となっ
た。前期（▲１８.５）から１.４ポイント減少し、２期ぶりに悪化した。 

先行きについて、資金繰りが「良くなる」見通しと答えた企業は９.８％、 
「悪くなる」見通しと答えた企業は２１.５％であった。 
 当期の資金繰りＤＩ（▲１９.９）と比べて、来期ＤＩは▲１１.６（当期比＋８.２）と改善する見通
しである。 

 

 

 

 

〈業種別〉 

製造業 

 資金繰りが「良くなった」と答えた企業は７.４％、「悪くなった」と答えた企業は３１.５％で、資 

金繰りＤＩは▲２４.１となった。前期（▲２３.５）から０.６ポイント減少し、２期ぶりに悪化した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「家具・装備品」「プラスチック製品」「鉄鋼業・非鉄金

属」「電気機械器具」「輸送用機械器具」「一般機械器具」の６業種が前期から改善し、それ以外の 

６業種は前期から悪化した。特に、「食料品製造」は前期比で１８.９ポイント減少し、前年同期比で 

も３．８ポイント減少した。 

 

非製造業 

資金繰りが「良くなった」と答えた企業は６.８％、「悪くなった」と答えた企業は２３.６％で、資 

金繰りＤＩは▲１６.９となった。前期（▲１４.７）から２.２ポイント減少し、２期ぶりに悪化した。 

業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「建設業」「運輸業」「不動産業」の３業種が前期から改善

し、それ以外の４業種は前期から悪化した。特に、「情報サービス業」は前期比で１４.０ポイント減少

した。 

 

・資金繰り実績  

  良くなった 変わらない 悪くなった DI 前期比 前年同期比 

全  体 ７．０％ ６６．１％ ２６．９％ ▲１９．９ ▲１．４ ＋１．９ 

製 造 業 ７．４％ ６１．２％ ３１．５％ ▲２４．１ ▲０．６ ＋０．４ 

非製造業 ６．８％ ６９．６％ ２３．６％ ▲１６．９ ▲２．２ ＋２．９ 

 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

製造業 

      来期の資金繰りＤＩは▲１０.７（当期比＋１３.３）と改善する見通しである。 

非製造業 

      来期の資金繰りＤＩは▲１２.３（当期比＋４.６）と改善する見通しである。 

 

        (注)全業種の集計結果とＤＩの推移は付表(Ｐ５４)を御覧ください。 
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 前期と比べ、資金繰りが「良くなった」と答えた企業は９.２％、「悪くなった」と答えた企業は３４.
７％で、資金繰りＤＩ（「良くなった」－「悪くなった」と答えた企業の割合）は▲２５.５となった。
前期（▲２６.７）から１.２ポイント増加し、２期連続改善した。 

 先行きについて、資金繰りが「良くなる」見通しと答えた企業は１１.５％、「悪くなる」見通しと答
えた企業は２５.４％であった。 
 当期の資金繰りＤＩ（▲２５.５）と比べて、来期ＤＩは▲１３.９（当期比＋１１.６）と改善する見
通しである。 

 

 

 

 

〈業種別〉 

製造業 

      採算が「良くなった」と答えた企業は１０.６％、「悪くなった」と答えた企業は３８.６％で、採算 

ＤＩは▲２７.９となった。前期（▲３０.４）から２.５ポイント増加し、２期連続改善した。 

      業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「食料品製造」「繊維工業」「パルプ・紙・紙加工品」「印 

    刷業」「化学工業」「金属製品」の６業種が前期から悪化し、それ以外の６業種は前期から改善した。   

      特に、「家具・装備品」は前期比で２２．１ポイント増加し、前年同期比でも１９．６ポイント増加 

した。 

 

 非製造業 

      採算が「良くなった」と答えた企業は８.１％、「悪くなった」と答えた企業は３１.９％で、 

採算ＤＩは▲２３.８となった。前期（▲２３.９）から０.１ポイント増加し、２期連続改善した。 

      業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「卸売・小売業」「飲食店」「情報サービス業」「不動産業」 

     「サービス業」の５業種が前期から悪化し、それ以外の２業種が改善した。特に、「建設業」は前期比 

      ７．１ポイント増加し、前年同期比でも２.６ポイント増加した。 

 

・採算実績 

  良くなった 変わらない 悪くなった DI 前期比 前年同期比 

全  体 ９．２％ ５６．２％ ３４．７％ ▲２５．５ ＋１．２ ＋１．４ 

製 造 業 １０．６％ ５０．８％ ３８．６％ ▲２７．９ ＋２．５ ＋０．７ 

非製造業 ８．１％ ６０．０％ ３１．９％ ▲２３．８ ＋０．１ ＋１．８ 

      

 

 

 

 

〈業種別〉 

製造業 

      来期の採算ＤＩは▲１３.３（当期比＋１４.７）と改善する見通しである。 

非製造業 

      来期の採算ＤＩは▲１４.３（当期比＋９.４）と改善する見通しである。 

 

          (注) 全業種の集計結果とＤＩの推移は付表(Ｐ５５)を御覧ください。 

 



埼玉県四半期経営動向調査（令和６年７月～９月期） 

13 

 当期に設備投資を実施したと答えた企業は２３.４％で、前期（１９.９％）から３.５ポイント増加
し、２期ぶりに増加した。 
 内容をみると、「生産・販売・設備（建設機械を含む）」が３８．１％で最も高く、「車輌・運搬具」
が３２．７％、「情報化機器」が１９．８％と続いている。 
 目的では、「更新、維持・補修」が６７．３％で最も高く、「生産・販売能力の拡大」が３０．４％、
「合理化・省力化」が２４．７％と続いている。 

 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

製造業 

      設備投資を実施したと答えた企業は２７.３％で、前期（２３.０％）から４.３ポイント増加し、 

２期ぶりに増加した。また、前年同期（２４.６％）から２.７ポイント増加した。 

      業種別でみると、１２業種中、「鉄鋼業・非鉄金属」「電気機械器具」の２業種が前期から減少し、    

     それ以外の１０業種は増加した。 

      設備投資の内容は、「生産・販売・設備（建設機械を含む）」が５９．５％で最も高く、次いで、 

     「車輌・運搬具」が１９．６％、「建物(工場・店舗等を含む)」が１９．０％と続いている。 

      設備投資の目的は、「更新、維持・補修」が７０．４％で最も高く、次いで「生産・販売能力の拡 

     大」が３０．３％、「合理化・省力化」が２７．０％と続いている。 

 

非製造業 

      設備投資を実施したと答えた企業は２０.７％で、前期（１７.７％）から３.０ポイント増加し、 

２期ぶりに増加した。また、前年同期（１７.３％）から３.４ポイント増加した。 

      業種別でみると、１２業種中、「卸売・小売業」「情報サービス業」「運輸業」の３業種が前期から 

減少し、それ以外の９業種は増加した。 

      設備投資の内容は、「車輌・運搬具」が４４.８％で最も高く、次いで、「情報化機器」が 

２１．８％、「建物(工場・店舗等を含む)」「生産・販売・設備（建設機械を含む）」がともに 

         １８.２％と続いている。 

       設備投資の目的は、「更新、維持・補修」が６４．４％で最も高く、次いで「生産・販売能力の拡 

大」 が３０．６％、「合理化・省力化」が２２．５％と続いている。 

 

・設備投資実施率 

  実施した 実施しなかった 前期比 前年同期比 

全  体 ２３．４％ ７６．６％ ＋３．５ ＋３．０ 

製 造 業 ２７．３％ ７２．７％ ＋４．３ ＋２．７ 

非製造業 ２０．７％ ７９．３％ ＋３．０ ＋３．４ 
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    来期に設備投資を実施する予定と答えた企業は１８.６％で、 

   当期（２３.４％）から４.９ポイント減少する見通しである。 

 

〈業種別〉 

製造業 

      設備投資を予定していると答えた企業は２２.０％となっており、減少する見通しである。 

非製造業 

      設備投資を予定していると答えた企業は１６.１％となっており、減少する見通しである。 

         (注) 全業種の集計結果とＤＩの推移は付表(Ｐ５６)を御覧ください。 

 

・業種別設備投資実施率                           ※数値は当期の実施率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備投資実施率の推移                          ※数値は当期の実施率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（
当
期
）

（
見
通
し
）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R1 R2 R3 R4 R5 R6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

1

～

3

4

～

6

7

～

9

10

～

12

全 体

製 造 業

非製造業

(％)

全 体

非製造業

製造業

＜当期設備投資実施率＞

全体 ２３.４ ％

製造業 ２７.３ ％

非製造業 ２０.７ ％



埼玉県四半期経営動向調査（令和６年７月～９月期） 

15 

・設備投資の内容【複数回答】 

 

 

                                        ※数値は当期の実施率 

・設備投資の目的【複数回答】 

 

※数値は当期の※数値は当期の実施率 
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III. ヒアリング調査からみた企業の声 

①【景況感】 

 ・食料品関連や医療機器関連で引き合いが増えてきており、徐々に良い方向に向かってきている。 

 ・受注動向は堅調である一方、円安進行による輸入コストの上昇により利益率は悪化しており、好況と

は言えない。 

 ・半導体製造装置関連で引き合いが増えてきており、復調の兆しが見えてきているが、まだ具体的な受

注の増加には至っておらず、不況である。 

 

① 【売上高】 

 ・官公庁関連の受注が堅調で、増収基調が続いている。 

 ・半導体製造装置関連の受注が回復基調にあり、売上高は前期比及び前年同期比ともに増えた。一方

で、回復のペースは想定よりも遅く、足元の売上高は好調期の７割程度である。 

 ・中国経済の低迷や、国内での設備投資の停滞などから、売上高は前期比でほぼ変わらず、前年同期比

ではやや減った。 

 

② 【受注単価】 

 ・受注品目ごとに採算性を見極めて値上げ交渉を行っており、複数の品目で５～１０％程度の値上げが

できた。 

 ・原材料費の上昇を受け、５％程度の値上げをしたが、その分同業他社に転注されている可能性はあ

る。 

 ・メインである自動車関連の注文を受ける際は複数社での相見積りが基本であることに加え、一部の取

引先では専用ＷＥＢフォーム上での受発注に切り替わり、相対での価格交渉がしづらい状況にある。 

 

③ 【原材料価格】 

 ・円安による輸入コストの上昇から、原材料価格は上がった。 

 ・鋼材については海外市況の悪化の影響で、これまで続いてきた値上げに一服感がある。 

 

④ 【採算性】 

 ・受注量は変わらないが、生産工程の省力化や安定生産の継続による効果で収益性は良くなっている。 

 ・コストの上昇分は全て価格転嫁することを基本としているが、製造期間の長いものはその間の為替相

場の変動などの影響を大きく受けるため、採算の管理が難しい。 

 ・増収である一方、コストの上昇に対し価格転嫁が追い付いておらず、採算性は悪くなっている。 

 

⑤ 【設備投資】 

 ・先端半導体に関連する受注への対応を目的に、新たな設備を導入した。 

 ・工場内のエアコンを買い替えた。 
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⑥ 【今後の見通し】 

 ・半導体製造装置関連について、足元で増えている引き合いが年末にかけて具体的な受注につながるこ

とで良い方向に向かっていくとみている。 

 ・大手取引先の方針転換により、大口の受注がなくなるため、売上げは減少する見込みである。 

 ・日銀の利上げにより過度な円安が是正されることで、これまで続いてきた原材料価格の高騰が緩和さ

れることを期待している。 

 

①【景況感】 

 ・一部で大手自動車メーカーの認証不正やリコールの問題が残るものの、全体的に受注は上向いてお

り、景況感は良くなってきている。 

 ・取引先の製造ラインが北米から国内に戻ってきた影響もあり、以前より需要が増えてきている。 

 ・業界全体として受注量が前年同期比で１０％程度落ち込んでいる印象であり、不況である。受注減少

を受けて、工場の稼働を週４日にする同業者もいると聞いている。 

 

②【売上高】 

 ・大手自動車メーカーの代表車種のモデルチェンジに伴う受注増加に加え、１０％程度の値上げを行っ

たため、売上高は増えた。 

 ・一部の製品について価格転嫁ができたことにより、売上高は増えた。 

 ・中国経済低迷の影響からエアコン部品の受注が減少しており、売上高は減った。 

 

③【受注単価】 

 ・自動車のモデルチェンジに伴う新たな受注は値上げ（足元の製造コストを踏まえた単価設定）ができ

ているが、その他の既存の受注はなかなか値上げ交渉が受け入れられない。 

 ・大手取引先との交渉により、来期に値上げが認められる見込みである。不適切な対応を行った企業の

実名公表といった行政の動きから、大手取引先は以前よりも価格交渉に対し前向きになっている。 

 ・労務費の価格転嫁が以前より認められやすくなった。 

 

④【人件費】 

 ・業績の改善を受け、ベースアップと定期昇給の合計で３．８％程度の賃上げを実施した（賃上げは２

年連続）。 

 ・定期昇給や初任給の引上げに加え、入社５年目までの若手社員を中心としたベースアップを実施した

ことで人件費は増えた。 

 

⑤【採算性】 

 ・受注量の回復に加え、採算性を重視した受注の選別が図れており、コロナ前と比べても利益率は５％

程度上がっている。 

 ・価格転嫁や生産の集約化により採算性は良くなっている。 

 ・受注の減少に伴い、採算性は悪くなっている。 
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⑥【設備投資】 

 ・トラック部品の生産ラインが老朽化しており、一連の設備の更新を計画している。 

 ・工場の照明のＬＥＤ化を検討している。 

 

⑦【今後の見通し】 

 ・取引先によって受注動向にばらつきはあるものの、来期の売上高は今期に比べ５％程度増える見込み

である。 

 ・大手自動車メーカーの認証不正の問題が落ち着けば、景況感は良くなっていくとみている。 

 

①【景況感】 

 ・景況感は普通である。タブレット端末関連の受注はやや低調である一方、車載関連のコネクターの受

注が堅調であり、受注環境は安定している。 

 ・半導体の受注は未だに低調であり、不況である。一方で、海外向けも含め取引先からの引き合いが増

えており、これまで低迷していた市況が底を打ったとみている。 

 ・業界全体での在庫調整を背景に低迷していた受注が上向いてきたものの、未だ景況感は悪い。 

 

②【売上高】 

 ・売上高は前期比ではほとんど変わらず、前年同期比ではやや増えた。取引先が多く受注の分散化が図

れていることもあり、受注は安定的に推移している。 

 ・取引先に値上げが受け入れられていることに加え、足元で増えている引き合いが実際の受注に結び付

くことで、今後売上げは増えていくとみている。 

 ・市況の低迷から前期は大きく売上高が落ち込んだが、今期はやや回復基調にある。 

 

③【受注単価】 

 ・足元で実施している値上げ交渉により、来期は受注単価が上がる見込みである。 

 ・昨年までに値上げは一巡しており、受注単価は変わっていない。一方で、今年に入ってからもコスト

の上昇が続いていることを受け、今後取引先に対し値上げ交渉を行う予定である。 

 ・全体の受注が低迷している一方、単価の高いメーカーとの直取引の受注が相対的に増えており、受注

単価は上がった。 

 

④【原材料価格】 

 ・足元ではあまり変わらないが、仕入先から今後の値上げについて通知が来ている。仕入先は大手が主

体であり、値上げは受け入れざるを得ない。 

 ・半導体の加工や洗浄に用いる薬剤やガスの価格が上がった。 

 ・原材料価格は高止まりしており、ほとんど変わらない。 
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⑤【採算性】 

 ・前期までは低迷していたが、今期は単価の高い受注を中心に徐々に売上げが増え、採算性も良くなっ

ている。 

 ・受注の回復と値上げにより、採算性の改善を見込んでいる。 

 ・採算性はほとんど変わらない。 

 

⑥【今後の見通し】 

 ・半導体市況の底打ちにより景況感は良くなっていくとみている。 

 ・市況回復のペースは読めず不透明感はあるものの、年末にかけて受注が増えていくとみている。 

 ・海外向けの受注が減少することから、来期は減収を見込んでいる。 

 

①【景況感】 

 ・メインの半導体製造装置関連の受注状況は、低迷から脱し、先端半導体関連の新たな受注も入ってき

ていることから、好況とは言えないものの景況感は良くなってきている。 

 ・精密機械や建機関連の見積り依頼が増えていることに加え、足元で新規の引き合いも増えていること

から景況感は徐々に良くなってきている。 

 ・分野を問わず全体的に受注動向が鈍く、不透明感が強まっている。 

 

②【売上高】 

 ・半導体製造装置関連の市況低迷から脱したことで、売上高は前年同期比で４０％程度上がった。 

 ・売上高は前年同期比で微増。足元で増えている引き合いが受注につながることで、今後売上高は増え

るとみている。 

 ・大手取引先が業績改善を見込んでいることから自社の受注も今後増えていくとみている。一方、中国

経済の低迷などの不安要素もあり、本格的な回復は来春以降になるとみている。 

 ・建材関連の受注は比較的堅調だが、昨今の建築コスト高騰の影響で建築計画の見直しが相次ぎ、着工

に遅れが生じているため、当初の想定より引き合いは弱い。 

 

③【受注単価】 

 ・前期までに労務費の上昇分も含め先手を打って価格転嫁を進めてきたため、足元では受注単価は据え

置いている。 

 ・大手取引先からの受注に関し、継続的に値上げを行ってきているが、足元ではやや難色を示されてお

り、頭打ち感がある。 

 ・世の中の流れから値上げ交渉が受け入れられやすくなっており受注単価が上がっているが、一方で受

注量は減少傾向にある。 

 

④【人件費】 

 ・外国人材を５名採用したことに加え、受注増加に伴い製造現場の稼働が増えたため人件費は増えた。 

 ・定期昇給を実施した（前期決算を踏まえベースアップは見送り）。また足元でロットの大きい受注が

入っていることで時間外労働が増え、人件費は増えた。 
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 ・工場長が退職した一方で、かねてから募集していた若手の人材を２名採用したため、全体の人件費は

ほとんど変わらない。 

 

⑤【原材料価格】 

 ・アルミの価格が上がった。鉄は中国製品の供給過多の影響で今後輸入材の価格が下がる見込みであ

る。 

 ・原材料価格はほとんど変わらず、全般的に高止まりが続いている。 

 

⑥【その他諸費用】  

 ・２０２４年問題の影響から、運送費が上がっている。 

 ・下請けからの値上げ要請に応じたことで、外注費が増加した（その分も含め自社の受注単価に転嫁し

ている）。 

 

⑦【採算性】 

 ・受注増加に伴い、稼働率が上がり採算性は改善した。今後も受注増加見込みであることに加え、これ

まで実施してきた生産性向上に向けた設備投資の効果から、更なる収益向上を見込んでいる。 

 ・生産性向上の取組に加え、採算性を重視した受注の選別を行っており、今後期待どおりに受注が回復

すれば採算性も良くなっていくとみている。 

 ・受注が低迷している中、値上げも限界が見えており、採算性は悪くなった。 

  

①【景況感】 

 ・自社、業界ともに特に大きな動きは感じられず、景況感は普通である。 

 ・試作品段階の仕事が今後量産体制に移ることで、受注環境は良くなっていくとみている。 

 ・業界として全国的な住宅着工の低迷の影響により住宅設備関係の動きが鈍く、不況である。 

  

②【売上高】 

 ・受注は安定して推移しており、売上高はほとんど変わらない。 

 ・売上高は前年同期比でほとんど変わらないが、この１年で値上げをしていることを踏まえると、受注

量としては減っている。 

 ・中国経済の低迷の影響から、前年同期比で売上高は減った。 

 

③【受注単価】 

 ・従来から原材料費の上昇分は価格転嫁を行ってきており、足元でも受注単価は上がった。 

 ・円安の影響で原材料価格が上がったことを受け、値上げを行った。従来から原材料費に加え労務費に

ついても上昇分の価格転嫁が受け入れられており、受注単価は上昇が続いている。 

 

④【人件費】 

 ・９月に定期昇給を予定しており、人件費は増える見込みである。 

 ・前期の一時的な受注の落ち込みの際に削減していた派遣社員について、今期に再度募集を行い複数人

採用したため、人件費は増えた。 
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⑤【原材料価格・その他諸費用】 

 ・樹脂素材の仕入先から値上げの通知が来ており、今後原材料価格は上がる見込みである。 

 ・全体的にコストアップが続いている。特に運送費が上がっている。 

 

⑥【採算性】 

 ・受注を安定確保できている中、価格転嫁も進んでおり、採算性は良くなった。 

 ・値上げは続けているものの、利益率は悪化傾向にある。製造現場の効率化を図り、計画的な生産を行

うことで生産性を高めていく必要がある。 

 

⑦ 【今後の見通し】 

 ・高速道路のリニューアル（補強）工事に当たり、強化材等の新たな受注につながる可能性がある。 

 ・見通しは不透明な状況が続いている。今後中長期的に販路拡大を図るべく、新規の顧客開拓に注力し

ていく方針である。 

 

①【景況感】 

 ・物価高による消費の低迷が懸念されているが、自社事業への悪影響は現状特にない。足元で受注は堅

調であり、景況感は良くなってきている。 

 ・引き合いは多い中でもあらゆるコストアップ（原材料費、人件費、設備費等）から採算確保が難しい

状況が続いており、好況とはいえない。 

 

②【売上高】 

 ・大手外食チェーンやコンビニからの受注が引き続き堅調であることに加え、今年から展開している自

社オリジナル商品が大手スーパー等で採用され、売上高は前期比、前年同期比ともに増えた。 

 ・引き合いが多い中で受注は安定しており、売上高は前期比でほとんど変わらず、前年同期比では微

増。 

 

③【受注単価】 

 ・９月の価格改定に合わせ、平均で５～１０％程度の値上げを予定している。 

 ・今期は年に１回の価格改定の時期に当たり、５～１０％程度の値上げを行った。 

 

④【原材料価格】 

 ・原材料価格は全体的に上がっているが、中でも猛暑の影響で主原料である卵の価格が上がっている。 

 ・小麦価格はこれまで上昇が続いてきたが、今後は円高の進行により値上げが一服するかもしれない。 

 

⑤【採算性】 

 ・利益率の良いオリジナル商品を中心に受注が順調に増えており、採算性は良くなった。 

 ・多品種の受注をより効率的にこなしていくための生産体制の強化を進めており、採算性は良くなっ

た。 
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⑥【設備投資】 

 ・老朽化した装置の更新に加え、原材料を保管するための倉庫の建設を予定している。 

 ・工場の増設に向けた工事について、来期に着工を予定している。 

 

⑦【今後の見通し】 

 ・堅調な受注状況が来期以降も続くことで、景況感は良くなっていくとみている。 

 ・大手ドラッグストアのプライベートブランド商品の受注が決まり、来期は売上げが増える見込みであ

る。 

 

①【景況感】 

 ・主に新興国での開発にかかる建機関連の受注が堅調であり、好況である。 

 ・大手主要取引先からの生産用機械関連の受注が増える見込みであり、景況感は良くなっていくとみて

いる。 

 ・自動車や家電等を中心に受注が低迷しており、不況である。 

 

②【売上高】 

 ・大手製鉄メーカーからの新規の受注があり、売上高は前期比で増えた。 

 ・価格転嫁はできているものの、受注が低迷しており、売上高は前期比で減った。 

 

③【受注単価】 

 ・受注単価はほとんど変わらない。従来から単価の見直しは半年ごとに行っており、労務費を含めてコ

スト上昇分を価格に転嫁している。 

 ・足元で原材料価格の上昇が落ち着いていることに加え、受注減少への懸念から値上げは行っておら

ず、受注単価はほとんど変わらない。 

 

④【原材料価格】 

 ・主原料である銑鉄は今年４月に続き、１０月に再値上げするとの通知が来ている。 

 ・原材料価格はほとんど変わらず、高止まりの状況である。 

 

⑤【採算性】 

 ・受注が堅調な中で価格転嫁も十分にできており、採算性は良好な水準を維持できている。 

 ・受注低迷が続いており、採算性は悪くなった。 
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①【景況感】 

 ・スクリーン印刷は特殊印刷物の需要が多く好調である一方で他の印刷は不調という状況が続いてお

り、全体の景況感としては普通である。 

 ・ペーパーレス化の流れで市場全体が縮小傾向にある。自社の受注量も減少傾向が続いており不況であ

る。 

 

②【売上高】 

 ・事務用帳票類の受注は減っている一方で、データプリントサービスの受注が増えており、売上高は前

年同期比でほとんど変わらない。 

 ・価格転嫁は十分にできているが、受注量は減少傾向にあり、売上高は前年同期比で５％程度減った。 

 

③【受注単価】 

 ・受注単価は前年同期比で１０％程度上がった。 

 ・印刷資材の価格上昇が続いており、その分受注単価も上げている。 

 

④【人件費】 

 ・賃上げ（ベースアップ及び定期昇給）を実施したことに加え、人手不足から退職者の再雇用を行なっ

たことで人件費は上がった。 

 ・最低賃金の引上げもあり、今後も人件費は上がる見込みである。 

 

 

⑤【原材料価格・その他諸費用】 

 ・印刷用紙は前年同期比で１５％程度、インクは１０％程度上がった。ゴムロールや溶剤等も上がって

おり、今後も価格上昇は続くとみている。 

 ・前年に値上げが相次いだが、直近は高止まりが続いている。 

 ・時間外労働の削減や省エネ機器への切り替えなどにより、諸経経費の削減に努めた。 

 

⑥【採算性】 

 ・特需による大口受注があった前期に比べると採算性は悪くなったが、平年並みの水準を維持してい

る。 

 ・受注が低調に推移する中、コストの上昇が続いており、採算性は悪くなった。 

 

 

⑦【今後の見通し】 

 ・例年秋から冬にかけて受注が増える傾向があり、良い方向に向かうとみている。 

 ・市場全体が縮小する一方でコスト上昇は続いており、明るい兆しが見えない。 
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①【景況感】 

 ・足元の売上げは前年並みであり、景況感は普通である。大都市圏の店舗はインバウンド需要の恩恵か

ら好況である。 

 ・地方百貨店はインバウンド需要の恩恵はなく、厳しい状況が続いている。 

 

 

②【売上高】 

 ・株高の恩恵から高額所得者をターゲットとした外商は好調。一方で子供服やインテリア服飾雑貨等の

売上げは落ち込んでおり、全体の売上高は前年同期比でほとんど変わらない 

 ・化粧品や宝飾品の販売は引き続き堅調だが、生鮮食品は値上げと猛暑・悪天候などの影響で振るわ

ず、売上高は前年同期比で減った。 

 

③【諸経費】 

 ・販促費を削減している一方、運送費や工事費用などは上がっている。 

 ・郵便代の値上げにより、ダイレクトメールを送る際のコストの増加を懸念している。最低賃金の引上

げもあり、今後もコスト上昇は続くとみている。 

 ・電気代が上がっている。 

 

④【今後の見通し】 

 ・コロナが収束して１年以上が経っており、今後売上げは大きく増えることはなく、現状の水準が続く

とみている。 

 ・１１月にセールを予定しており、売上げが増えることを期待している。 

  

⑤【その他消費者の動向等】 

 ・値上げにより生鮮食品の不振が続いている一方、有名店の商品は高額なものでも売れ行きは良い。 

 ・高年齢層向けの婦人服・紳士服の売れ行きは好調だが、若年層向けのものは都内の店舗に客足が奪わ

れているようで振るわない。 

 

①【景況感】 

 ・物価高の中で競合他社との差別化が図り、業績は計画を上回る推移となっており、好況である。 

 ・猛暑や豪雨の影響で客足は落ちたが、景況感は普通である。 

 ・業界としては物価高が続く中で大手中心にプライベートブランド等が活況だが、自社の業況は厳し

い。 

②【売上高】 

 ・客数、客単価ともに前年同期比で伸びており、増収基調を維持している。 

 ・食料品がやや不調だったことに加え、天候（猛暑、豪雨）の影響で衣料品の売れ行きが落ち込み、前

年同期比で売上高は減った。 
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③【諸経費】 

 ・電気代は計画よりも抑えられた一方で、人件費は増加が続いており諸経費は増えた。人手の確保に向

けた賃上げに加え、スポットワーカーを採用する際のコストも上がっている。 

 ・ベースアップによる人件費の増加に加え、チラシ等の広告宣伝費も増えたため、諸経費は増えた。 

 ・業績が厳しいことを踏まえ、チラシのサイズを縮小し、発送頻度を下げることで広告宣伝費を前年同

期比で半減させた。 

④【採算性】 

 ・ディスカウント商品や付加価値の高い惣菜類を中心に売上げの好調を維持しており、採算性は良くな

った。 

 ・売上げが弱含む中でコストは全般的に上がっており、採算性は前年同期比で悪くなった。 

 ・売上げは厳しいが、広告宣伝費等のコストの削減に加え、商品仕入れの絞り込みでロスの発生を抑え

るなどして採算性は維持している。 

  

⑤【今後の見通し】 

 ・新規出店や既存店の改装が計画とおりに進捗しており、今後も良い方向に向かうとみている。 

 ・近隣に大手ディスカウントスーパーが出店予定であり、競合による客離れを危惧している。 

 

①【景況感】 

 ・飲食店や外国人観光客向けの土産物を扱う店舗は好調だが、それ以外の店舗は厳しいところが多く二

極化している。 

 ・コロナ禍に比べれば人通りは増えているものの、さほど賑わいはなく、不況である。 

 

②【来街者】 

 ・外国人を中心に観光客は前年同期比で１０％程度、地元客は５％程度増えた。 

 ・コロナの収束から１年以上経過し、人通りは増えている。季節毎のイベントも開催でできており、賑

わいはコロナ禍前の水準に戻ってきていると感じる。 

 ・夏祭りは大盛況だったが、平時はあまり賑わっていない。 

 

③【個店の状況】 

 ・飲食店は好調だが、日用品を扱う物販店はロードサイドの大型店やネット通販との競合で特に厳しい

状況にある。 

 ・老舗和菓子店では、ＳＮＳの活用を始めて売上げを伸ばしたようである。 

 ・キャッシュレス決済が普及しているが、決済手数料（２％程度）の負担が収益を圧迫している。 

 ・お祭りを開催しても、売上げを伸ばせるのは飲食店だけであり、他の店にはあまり恩恵がない。 

④【商店街としての取組】 

 ・夏のイベントで他県の商店街と共同で海産物などの物産品やご当地グルメを販売したところ、好評で

あった。 

 ・花火大会を５年ぶりに開催予定である。 

 ・他県の商店街が視察に訪れており、今後の連携を模索している。 
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①【景況感】 

 ・景況感は普通だが、仕入れ価格の上昇を受けて値上げをしている中で販売量は減っている。また近

年、大手が手掛けるネット通販に顧客を奪われており、危機感を抱いている。 

 ・景況感は不況である。ホームセンターやネット通販に個人客を奪われ、また地元の工場や工務店等か

らの注文も年々減っており、厳しい状況にある 

 

②【売上高】 

 ・値上げをしたことによって顧客が買い控えをしている印象があり、前年同月比で売上高は減った。 

 ・値上げの影響からか、最近は見積り依頼を受けても実際の注文に至らないケースが増えており、売上

高は減った。 

 

③【仕入価格】 

 ・扱う商材の全てで値上げが続いており、値上げのペースもあまり変わらない。 

 ・足元で建築資材（床材、壁材等）の仕入価格が軒並み上がった。値上げは仕入先から一方的に通知さ

れるもので、受け入れざるを得ない。 

 

④【採算性】 

 ・法人向けのオーダーメイド型の受注で付加価値を高める努力をしており、採算性は良くなった。 

 ・価格転嫁が追い付かず、減益傾向が続いている。 

 

⑤【今後の見通し】 

 ・年末にかけ季節商品の展開で売上高は増える見込みだが、前年同期比ではやや減収の見込み。 

 ・他業態の大手企業が新規参入してきており、競合が激しくなっていく見込みである。 

 

① 【景況感】 

 ・コロナ禍の制限緩和以降業況の改善が続いており、直近８月は単月で過去最高売上を計上するなど、

好況である。 

 

②【売上高】 

 ・大幅に値上げをする中でも、主要顧客層である県内・都内からの宿泊客を確保しつつ、最近ではアジ

アを中心とした外国人宿泊客を増やしており、売上高は前年同期比で増えた。 

 

③【宿泊単価】 

 ・客室の種類によって異なるが、平均の宿泊単価は前年同期比で３０％程度上がった。今後も需給動向

や売上げ予測に合わせ、細かく単価設定を行っていく方針である。 

 

 

④【人件費】 

 ・最低賃金の引上げに合わせ、アルバイトの時給を上げる予定である。 
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⑤【採算性】 

 ・堅調な宿泊需要に加え、数年前に行った旅行プランの自社企画や、ホームページ・予約システムのリ

ニューアルの効果により稼働率が向上し、採算性は良くなった。  

 

⑥【今後の見通し】 

 ・旅行需要の回復で近隣の同業者も業況は良い様子である。また、経営者の若返りが進み、地域を盛り

上げるためのイベントも盛んに行われ、今後の見通しは明るいと感じる。 

  ・四季折々の地元食材を使った食事をＳＮＳで発信する等した効果でリピーターも順調に増えており、

今後も安定した集客を図っていく方針である。 

 

①【景況感】 

 ・景況感は普通である。宴会需要は改善傾向が続いていると感じるが、客数はコロナ前の８割程度の水

準に止まっている。 

 

②【売上高】 

 ・酒類を中心とした値上げにより前期、前年同期比ともに売上高は増えた。値上げによる客離れは今の

ところ感じない。 

 

③【客単価】 

 ・原材料価格は上昇が続いており、本来であればもっと値上げをすべきだが、客離れが怖く慎重になら

ざるを得ない。特に看板メニューの値上げは顧客の反応を見ながら慎重に行う。 

  

④【人件費】 

 ・最低賃金の引上げもあり、今後も時給は上げざるを得ない。一方、年収の壁の問題から稼働調整をし

なければならないアルバイトが複数人おり、対応が難しい。 

 

⑤【原材料価格】 

 ・総じて価格上昇が続いており、特に高くなっているものはメニューから外すなどの対応を行ってい

る。 

 

⑥【採算性】 

 ・コストアップが続く一方で値上げも慎重にならざる得ない中、何とか従来の採算性を維持している状

況である。  

 

 

⑦【今後の見通し】 

 ・省力化や従業員の多能化で回転率を高め、接客の向上や魅力的なメニューの展開で客単価を上げる

（注文点数を上げる）などして採算改善に努めていく方針である。 
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①【景況感】 

 ・受注状況は安定しており、景況感は普通である。 

 ・景況感は普通である。ＤＸ化やＡＩ技術の活用等の需要の高まりを期待しているが、物価上昇の影響

もあり、今のところあまり変化は感じられない。 

 

②【売上高】 

 ・地方自治体の基幹業務システム標準化の案件が進捗しており、売上高は前年同月比で計画どおりに増

えている。 

 ・値上げにより売上高は増えているが、受注件数はほとんど変わらない。 

 

③【人件費・その他諸費用】 

 ・給与体系の見直しを行ったことで、人件費は増えた。 

 ・業界全体で人材の奪い合いが起きる中で自社でも中途採用を増やしており、人件費は増加傾向が続い

ている。 

 ・主に猛暑の影響から空調の電気消費量が増え、電気代が前期比で２倍程度に増えた。 

 

④【採算性】 

 ・コストアップが続く中でも、大型案件の受注による売上増加や、採算管理の徹底により、利益率を維

持している。 

 ・価格転嫁に加え、今後はＡＩの活用をはじめとした社内ＤＸの推進により生産性向上を図っていく方

針である。 

 

⑤【今後の見通し】 

 ・地方自治体の基幹業務システムの標準化や民間企業の基幹システム老朽化に伴う更新などに加え、セ

キュリティ対策の需要の高まり等で、今後も中長期的に市場規模は拡大していくとみている。 

 ・業界全体として需要は高まっていくと考えるが、エネルギーや物価の上昇、世界経済の減速といった

不安要素もあり、見通しは不透明である。 
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①【景況感】 

 ・旅行需要の回復で過去最高売上を達成している同業者がおり、自社も受注は好調だが、人手不足によ

り売上げを逸してしまっている状況にある。 

 

②【受注高】 

 ・メインである学校の行事や部活動等の受注に加え、社員旅行など民間企業からの受注も増加基調にあ

る。一方で、人手不足で受注に対応し切れず、売上高は増えていない。 

 

③【人件費】 

 ・県内企業の昨年度の賃金改定状況の調査データをもとに、１０月に３．６％のベースアップを行う予

定である。 

④【採算性】 

 ・人手不足により売上高が頭打ちとなる中、人件費が上がっており、採算性は悪くなった。 

 

⑤【今後の見通し】 

 ・需要は堅調であるものの、人手不足への懸念から先行きは不透明である。 

 

①【業界の動向】 

 ・運転手の人手不足の問題から引き合いは多いが、依然として単価が低く採算のとれないものも多くあ

る。 

 ・Ｍ＆Ａ業者からの会社売却の勧誘が増えている。 

 

②【景況感】 

 ・住宅資材の運搬等の受注が弱含んでおり、不況である。 

  

③【受注価格】 

 ・これまで半年ごとに３回にわたって運賃値上げを行ってきた（約１０％ずつ）ことで、国交省が定め

る標準的な運賃とほぼ同水準になった。 

 

④【人件費】 

 ・前期に行った賃上げの影響で、人件費は上がった。 

 

⑤【採算性】 

 ・運賃単価は改善したが、足元で受注が弱含んでおり、全体の採算性はあまり変わらない。 
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⑥【今後の見通し】 

 ・自社の経営資源（人材、車両等）は限られており、採算性を見極めながら受注を選別していく。引き

合いは多いが、無理に受注量を増やそうとすると事故や荷主とのトラブル等リスクも伴うため慎重に

ならざるを得ない。 

 

①【景況感】 

 ・業界全体として建設需要は堅調であるが、人手不足に加え、建設コストの上昇を受けた計画見直しが

相次ぎ、施工が先延ばしになっている。今年度から始まった残業規制による混乱もあり、建設需要が

円滑に消化されていない状況が続いている。 

 ・建設コストの上昇が続き、規模が大きく工期が長い工事ほど当初見込んだ採算を確保することが難し

い状況にあり、引き合いは多くても景況感が良いとはいえない。 

 ・業績は比較的安定しており、景況感は普通である。 

 

②【受注高】 

 ・大口の民間工事の受注により、受注高は前期比、前年同期比ともに増えた。 

 ・民間工事、公共工事ともに受注動向はあまり変わらない。 

 ・県南部、南東部を中心に住宅取得ニーズは底堅く、住宅販売件数は前年同期比で増えた。 

 

③【人件費】 

 ・施工管理、営業、広報の各部門で人材の募集を行っており、足元で応募が増えている。採用に至れば

人件費は増える見込みである。 

 ・新店舗に配置する人員を３名採用予定であり、人件費は増える見込みである。 

 

 

④【資材価格・その他諸費用】 

 ・資材価格は上昇が続いているが、以前より上昇ペースは鈍化している。 

 ・外注費が上昇している。職人の人手不足が慢性化しており、受注した工事について必要な下請け業者

を確保することも難しくなっている。 

 ・足元ではあまり変わらないものの、人手不足により外注費は今後増加していくと考えている。 

 

⑤【採算性】 

 ・建設コストの上昇が続く中で、価格転嫁によりおおむね一定の利益水準を維持している。 

 ・残業規制の問題もあり工期の長期化は避けられず、今後は更に採算の管理が難しくなっていくと考え

ている。 

 ・住宅販売時の値引きを極力抑えるよう管理を徹底し、一定の採算性を維持していく方針である。 
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IV. 特別調査 

【調査項目】 

  今回は、経年項目である「価格転嫁」、「ＳＤＧｓの認知・取組状況」のほか「生物多様性及びネイチャー

ポジティブの認知・取組状況」について調査を実施した。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【調査結果概要】 

 
１ 価格転嫁について 

○ 発注側企業と十分に価格交渉（相談）ができていると回答した企業の割合は５２．４％で、前回調査

（令和６年１～３月期）から５．５ポイント増加した。一方、十分にできていないと回答した企業の割合

は２９．６％で、前回調査から１０．４ポイント減少した。 

 

○ コスト高騰に対して６割以上転嫁できていると回答した企業の割合は５１．９％で、 

 前回調査から４．４ポイント増加した。一方、価格転嫁が全くできていないと回答した企 

 業の割合は１１．２％で、前回調査から４．３ポイント減少した。 

 

○ 「パートナーシップ構築宣言」の登録については、「既に登録している」、「今後登録する予定」、

「登録しようか検討している」を合わせた回答割合は２９．８％で、前回調査から６．９ポイント減少し

た。 

 

２ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の認知・取組状況について 

○ ＳＤＧｓの認知度は９１．４％で、前回調査（令和５年７～９月期）から１．３ポイント減少した。

「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」の回答割合は１９．２％で、前回調査から０．６ポイント減少し

た。 

 

 ○ ＳＤＧｓに取り組むに当たっての課題は、「より優先すべき課題がある」（２８．３％）が最も多

く、次いで「具体的な目標の策定や評価が分からない」（２５．６％）、「資金的な余裕がない」（２

５．２％）の順となった。 

 
３ 生物多様性及びネイチャーポジティブの認知・取組状況について 

○ 生物多様性の認知度について聞いたところ、「今回の調査で初めて認識した」と回答した企業が、５

４．３％と最も多く、生物多様性の認知度は４５．７％であった。そのうち、「生物多様性に関する取

組を検討又は実施している」と回答した企業は１．７％であった。 

 

 ○ ネイチャーポジティブの認知度について聞いたところ、「今回の調査で初めて認識した」と回答した

企業が、６３．８％と最も多く、ネイチャーポジティブの認知度は３６．２％であった。そのうち、

「ネイチャーポジティブに関する取組を検討又は実施している」と回答した企業は１．３％であった。 

 

 ○ ネイチャーポジティブに取り組むに当たっての課題は、「社内の認知度不足」（２４．７％）が最も

多く、次いで「具体的な目標の策定や評価が分からない」（２２．４％）、「より優先すべき課題があ

る」（１９．５％）の順となった。 
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○ 発注側企業と十分に価格交渉（相談）ができているか聞いたところ、全体では「できている」が 

 ５２．４％、「できていない」が２９．５％であった。 

 

○ 業種別にみると、製造業・非製造業ともに「できている」と回答した企業の割合が「できていない」と 

 回答した企業の割合よりも高かったが、「できている」と回答した企業の割合を比べると、製造業の方が 

 非製造業より１９．８ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前回調査（令和６年１～３月期）と比較すると、全体では、「できている」と回答した企業の割合は 

 ５．５ポイント増加し、「できていない」と回答した企業の割合は１０．４ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

価格交渉（相談）の実施状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

52.4%

63.9%

44.1%

29.5%

27.8%

30.7%

18.1%

8.2%

25.2%

全 体

(n=1,360)

製造業

(n=571)

非製造業

(n=789)

できている できていない 価格交渉をする必要はない

価格交渉（相談）の実施状況／過去調査との比較／全体（単一回答） 

44.7%

44.8%

46.9%

52.4%

41.7%

41.0%

39.9%

29.5%

13.6%

14.2%

13.1%

18.1%

令和4年12月

令和5年9月

令和6年3月

令和6年9月

できている できていない 価格交渉をする必要はない
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○ 価格交渉（相談）が十分に「できている」と回答した企業の業種をみると、「化学工業」（７４．５ 

％）、「輸送用機械器具」（７３．５％）、「パルプ・紙・紙加工品」（６８．９％）、「電気機械器 

具」（６８．６％）などで回答割合が高くなっている。価格交渉（相談）が十分に「できていない」と回 

答した企業の業種をみると、「運輸業」（４６．４％）、「鉄鋼業・非鉄金属」（４４．４％）、「飲食 

店」（４２．５％）で回答割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 規模別にみると、全体及び製造業では、規模が大きくなるほど、「できている」と回答した企業の割合が 

  増加する傾向がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

価格交渉（相談）の実施状況／業種詳細（単一回答） 

43.4%

53.4%

51.5%

41.9%

76.8%

69.6%

59.6%

59.1%

63.7%

62.9%

55.8%

48.0%

35.8%

35.2%

31.5%

27.9%

18.3%

25.6%

34.0%

26.2%

25.2%

29.6%

32.9%

27.3%

20.8%

11.4%

17.0%

30.2%

4.9%

4.8%

6.4%

14.6%

11.1%

7.5%

11.3%

24.7%

非製造業

（n=607）

製造業

（n=559）

全体

（n=1,166）

できている できていない 価格交渉をする必要はない

１～５人（n=164）
６～２０人（n=188）

２１～５０人（n=125）
５１人以上（n=82）

１～５人（n=301）
６～２０人（n=165）
２１～５０人（n=88）
５１人以上（n=53）

１～５人（n=465）
６～２０人（n=353）
２１～５０人（n=213）
５１人以上（n=135）

価格交渉（相談）の実施状況／全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 
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○ １年前（令和５年９月）頃と比べた価格交渉（相談）のしやすさについて聞いたところ、全体では「変 

 わらない」（６０．３％）が最も多く、次いで「改善した」（１８．１％）、「価格交渉をする必要はな 

 い」（１２．０％）の順となった。 

 

○ 業種別にみると、「改善した」と回答した企業の割合は、製造業（２２．８％）の方が非製造業 

 （１４．８％）よりも高く、「難しくなった」と回答した企業の割合についても製造業（９．９％）の方 

 が非製造業（９．３％）より高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前回調査（令和６年１～３月期）と比較すると、全体では、「改善した」と回答した企業の割合は 

  １．２ポイント増加し、「難しくなった」と回答した企業の割合は４．１ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

18.1%

22.8%

14.8%

60.3%

62.4%

58.9%

9.5%

9.9%

9.3%

12.0%

4.9%

17.0%

全体

(n=1,372)

製造業

(n=574)

非製造業

(n=798)

改善した 変わらない 難しくなった 価格交渉をする必要はない

令和５年９月頃と比べた価格交渉（相談）のしやすさ/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

令和６年３月頃と比べた価格交渉（相談）のしやすさ/過去調査との比較/全体(単一回答) 

10.3%

16.9%

18.1%

62.9%

60.6%

60.3%

17.1%

13.6%

9.5%

9.6%

8.9%

12.0%

令和5年9月

令和6年3月

令和6年9月

改善した 変わらない 難しくなった 価格交渉をする必要はない
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○ コスト高騰に対してどのくらい価格転嫁ができているか聞いたところ、全体では、６割以上転嫁できて 

 いる企業の割合は５１．９％であった。一方、「全くできていない」と回答した企業の割合は１１．２％ 

 であった。 

 

○ 業種別にみると、６割以上価格転嫁できている企業の割合は、製造業（５５．８％）の方が、非製造業 

 （４８．９％）よりも高かった。一方、「全くできていない」と回答した企業の割合は、 

 非製造業（１４．９％）の方が製造業（６．３％）よりも高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前回調査（令和６年１～３月期）と比較すると、６割以上価格転嫁できている企業の割合は４．４ポイ 

 ント増加し、「全くできていない」と回答した企業の割合は４．３ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

23.7%

23.2%

24.1%

12.5%

15.9%

9.9%

15.7%

16.7%

14.9%

15.0%

18.3%

12.5%

10.6%

9.8%

11.2%

11.4%

9.9%

12.4%

11.2%

6.3%

14.9%

全 体

(n=1,339)

製造業

(n=574)

非製造業

(n=765)

80～99％ 60～79％ 40～59％ 20～39％ 1～19％ 全くできていない100％

６割以上転嫁 51.9％ 

価格転嫁の実施状況/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

13.6%

13.2%

13.0%

23.7%

17.4%

15.5%

17.4%

12.5%

14.8%

16.4%

17.1%

15.7%

11.9%

14.6%

12.9%

15.0%

8.9%

8.4%

10.2%

10.6%

15.1%

14.6%

14.0%

11.4%

18.2%

17.4%

15.5%

11.2%

令和4年12月

令和5年9月

令和6年3月

令和6年9月

80～99％ 60～79％ 40～59％ 20～39％ 1～19％ 全くできていない100％

６割以上転嫁 51.9％ 

価格転嫁の実施状況/過去調査との比較/全体（単一回答） 

47.5％ 
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価格転嫁の実施状況/業種詳細（単一回答） 

価格転嫁の実施状況/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

19.6%

7.1%

26.2%

27.3%

22.0%

19.7%

23.4%

26.2%

21.1%

14.6%

24.7%

26.9%

5.9%

11.8%

13.4%

9.6%

14.6%

18.1%

16.3%

14.9%

11.3%

15.6%

14.9%

11.6%

21.6%

16.5%

20.1%

11.0%

17.1%

16.5%

15.8%

17.9%

18.8%

16.5%

17.8%

13.6%

17.6%

20.0%

11.6%

8.5%

24.4%

22.8%

18.5%

11.9%

21.8%

21.7%

15.2%

9.8%

9.8%

18.8%

10.4%

11.3%

12.2%

5.5%

12.5%

8.3%

11.3%

10.8%

11.5%

10.2%

15.7%

16.5%

7.3%

10.6%

8.5%

14.2%

7.6%

9.5%

11.3%

15.1%

7.5%

10.2%

9.8%

9.4%

11.0%

21.6%

1.2%

3.1%

6.0%

11.3%

4.5%

5.7%

8.3%

17.8%

非製造業

（n=582）

製造業

（n=561）

全体

（n=1,143）

１００％ ８０～９９％ ６０～７９％ ４０～５９％ ２０～３９％ １～１９％ 全くできていない

1∼5人（n=168）

6∼20人（n=184）

21∼50（n=127）

51人以上（n=82）

1∼5人（n=282）

6∼20人（n=164）

21∼50人（n=85）

51人以上（n=51）

1∼5人（n=450）

6∼20人（n=348）

21∼50人（n=212）

51人以上（n=133）
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 ○ 価格転嫁が十分にできていない理由（回答数：８７６社・複数回答） 

    ※ （３）で「８０～９９％」、「６０～７９％」、「４０～５９％」、「２０～３９％」、 

     「１～１９％」及び「全くできていない」と回答した１，０２２社のうち８７６社の回答割合 

    

   ○ （３）で価格転嫁の実施状況について「８０～９９％」、「６０～７９％」、「４０～５９％」、 

    「２０～３９％」、「１～１９％」及び「全くできていない」と回答した企業に、価格転嫁が十分にでき 

    ていない理由を聞いたところ、全体では「同業他社が値上げに慎重なため、自社だけの価格交渉が不安」 

    （４５．１％）が最も多く、次いで「最終消費者に受け入れてもらえないおそれがあり、価格交渉ができ 

    ていない」（２７．３％）、「取引停止などが懸念され、十分に価格交渉ができていない」（２４．１ 

    ％）の順となった。 

 

    ○ 業種別にみると、「最終消費者に受け入れてもらえないおそれがあり、価格交渉ができていない」と回 

        答した企業の割合は、非製造業（３３．５％）の方が製造業（１９．２％）よりも高かったが、「発注側 

        企業と交渉したが、購買部門担当者の理解を得られなかった」と回答した企業の割合は、製造業 

       （２２．３％）の方が非製造業（１０．５％）よりも高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

45.1%

27.3%

24.1%

16.2%

15.6%

13.4%

49.1%

19.2%

27.8%

18.4%

22.3%

13.4%

42.0%

33.5%

21.2%

14.5%

10.5%

13.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

同業他社が値上げに慎重なため、

自社だけの価格交渉が不安

最終消費者に受け入れてもらえないおそれ

があり、価格交渉ができていない

取引停止などが懸念され、

十分に価格交渉ができていない

発注側企業と交渉したが、企業全体の方針

により理解を得られなかった

発注側企業と交渉したが、購買部門担当者

の理解を得られなかった

その他

全体

(n=876)

製造業

(n=381)

非製造業

(n=495）

価格転嫁が十分にできていない理由/全体・製造業・非製造業（複数回答） 
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○ 直近１年間の賃上げの実施状況について聞いたところ、全体では「実施した」が６０．４％、「今後実 

 施する予定又は検討中」が１１．０％、「実施していない（今後も予定はない）」が２８．６％であっ 

 た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 賃上げの内容（回答数：９１７社・複数回答） 

   ※ （４）で「実施した」又は「今後実施する予定又は検討中」と回答した９５３社のうち９１７社の回答 
割合 

 

○ （４）で直近１年間の賃上げの実施状況について「実施した」又は「今後実施する予定又は検討中」と 

回答した企業に賃上げの内容について聞いたところ、全体では「定期昇給」（５９．９％）が最も多 

く、次いで「ベースアップ」（４７．９％）、「賞与（一時金）の増額」（３２．７％）の順となっ 

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

直近１年間の賃上げの実施状況/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

賃上げの内容/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

59.9%

47.9%

32.7%

11.1%

7.2%

66.4%

48.6%

30.0%

11.8%

5.7%

53.9%

47.2%

35.2%

10.5%

8.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

定期昇給

ベースアップ

賞与（一時金）

の増額

初任給

の増額

その他

全 体

(n=917)

製造業

(n=440)

非製造業

(n=477)

60.4%

72.3%

51.8%

11.0%

9.5%

12.1%

28.6%

18.2%

36.0%

全 体

(n=1,334)

製造業

(n=560)

非製造業

(n=774)

実施した 今後実施する予定又は検討中 実施していない（今後も予定はない）
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○ 「パートナーシップ構築宣言」の登録を行っているか聞いたところ、全体では「既に登録している」 

 （１０．２％）、「今後登録する予定」（３．４％）及び「登録しようか検討している」（１６．２％） 

 を合わせた回答割合は２９．８％であった。一方、「「パートナーシップ構築宣言」を知らない」と回答 

 した企業の割合は３０．２％であった。 

 

○ 業種別にみると、「パートナーシップ構築宣言」の登録について、「既に登録している」、「今後登録 

 する予定」及び「登録しようか検討している」を合わせた回答割合は、製造業（３９．３％）の方が非製 

 造業（２２．９％）よりも高かった。一方、「「パートナーシップ構築宣言」を知らない」と回答した企 

 業の割合は、非製造業（３５．７％）の方が製造業（２２．５％）よりも高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前回調査（令和６年１～３月期）と比較すると、「パートナーシップ構築宣言を知らない」と回答した 

割合は、４．１ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.2%

16.4%

5.7%

3.4%

4.4%

2.7%

16.2%

18.5%

14.5%

40.1%

38.3%

41.4%

30.2%

22.5%

35.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=1,366)

製造業

(n=574)

非製造業

(n=792)

既に登録している 「パートナーシップ構築宣言」を知らない登録する予定はない登録しようか検討している今後登録する予定

「パートナーシップ構築宣言」の登録状況/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

29.8％ 

「パートナーシップ構築宣言」の登録状況/過去調査との比較（単一回答） 

2.5%

6.1%

8.2%

10.2%

2.7%

4.9%

5.5%

3.4%

16.2%

23.3%

23.0%

16.2%

18.2%

25.0%

28.9%

40.1%

60.5%

40.6%

34.3%

30.2%

令和4年12月

令和5年9月

令和6年3月

令和6年9月

今後登録する予定

既に登録している 登録しようか検討している 「パートナーシップ構築宣言」を知らない登録する予定はない

29.8％ 
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① 価格交渉支援ツールの認知度（回答数：１，３４４社・単一回答） 

○ 価格交渉支援ツールの認知度について聞いたところ、全体では「今回の調査で初めて認識した」 

   （６９．０％）が最も多く、次いで「知っているが使ったことはない」（２６．０％）、「使ったこ 

   とがある」（４．５％）、「日頃から活用している」（０．４％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 収支計画シミュレーターの認知度（回答数：１，１１３社・単一回答） 

 ○ 収支計画シミュレーターの認知度について聞いたところ、全体では「今回の調査で初めて認識し 

  た」（７６．９％）が最も多く、次いで「知っているが使ったことはない」（２０．３％）、「使っ 

  たことがある」（２．４％）、「日頃から活用している」（０．４％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.4%

0.4%

0.4%

2.8%

7.0%

4.5%

21.7%

32.2%

26.0%

75.2%

60.5%

69.0%

非製造業

(n=785)

製造業

(n=559)

全体

(n=1,344)

日頃から活用している 使ったことがある 知っているが使ったことはない 今回の調査で初めて認識した

価格交渉支援ツールの認知度/全体（単一回答） 

0.5%

0.2%

0.4%

1.8%

3.3%

2.4%

16.9%

25.2%

20.3%

80.8%

71.4%

76.9%

非製造業

(n=652)

製造業

(n=461)

全体

(n=1,113)

日頃から活用している 使ったことがある 知っているが使ったことはない 今回の調査で初めて認識した

収支計画シミュレーターの認知度/全体（単一回答） 
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○ ＳＤＧｓの認知度について聞いたところ、「ＳＤＧｓという言葉は聞いたことがあるが、内容は知らな 

 い」（１２．６％）、「ＳＤＧｓの内容は把握しているが、自社で取り組んでいない」（５２．０％）、 

 「ＳＤＧｓへの取組を検討している」（７．６％）及び「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」 

 （１９．２％）を合わせた回答割合は９１．４％であった。 

 

○ 前回調査（令和５度７～９月期）の結果（９２．７％）と比べると、ＳＤＧｓの認知度は１．３ポイン 

 ト減少した。 

 

○ 「ＳＤＧｓへの取組を検討している」（７．６％）と「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」 

 （１９．２％）を合わせた回答割合（２６．８％）は、前回調査の結果（２９．７％）と比べると、 

 ２．９ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＳＤＧｓの認知度/全体（単一回答） 

ＳＤＧｓの認知度／全体／過去の調査との比較（単一回答） 

SDGsに既に取り

組んでいる

19.2%

SDGsへの取組

を検討している

7.6%

SDGsの内容は把握

しているが、自社で取

り組んでいない

52.0%

SDGsという言葉は

聞いたことがある

が、内容は知らない

12.6%

今回の調査で初

めて認識した

8.6%

1.4%

4.3%

7.9%

14.5%

19.8%

19.2%

2.5%

6.6%

8.2%

9.5%

9.9%

7.6%

12.0%

24.9%

44.0%

48.1%

48.7%

52.0%

17.7%

23.7%

21.1%

17.0%

14.3%

12.6%

66.4%

40.5%

18.8%

10.9%

7.3%

8.6%

R1.7-9…

R2.7-9…

R3.7-9…

R4.7-9…

R5.7-9…

R6.7-9…

SDGsに既に取り組んでいる SDGsへの取組を検討している

SDGsの内容は把握しているが、自社で取り組んでいない SDGsという言葉は聞いたことがあるが内容は知らない

今回の調査で初めて認識した
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○ 業種別にみると、「ＳＤＧｓという言葉は聞いたことがあるが、内容は知らない」、「ＳＤＧｓの内容は 

 把握しているが、自社で取り組んでいない」、「ＳＤＧｓへの取組を検討している」及び「ＳＤＧｓに既に 

 取り組んでいる」を合わせた回答割合は、製造業（９４．３％）が非製造業（８９．３％）よりも５．０ポ 

 イント高かった。 

 

○ 「ＳＤＧｓへの取組を検討している」と「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」を合わせた回答割合は、製造 

 業（３１．３％）が非製造業（２３．６％）よりも７．７ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 製造業、非製造業ともに、規模が大きくなるほど「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」と回答した企業の割 

 合が高くなる傾向がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＳＤＧｓの認知度/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

ＳＤＧｓの認知度/規模別（単一回答） 

17.5%

21.5%

19.2%

6.1%

9.8%

7.6%

50.9%

53.5%

52.0%

14.8%

9.5%

12.6%

10.7%

5.7%

8.6%

非製造業

(n=788)

製造業

(n=559)

全体

(n=1,347)

SDGsに既に取り組んでいる SDGsへの取組を検討している

SDGsの内容は把握しているが、自社で取り組んでいない SDGsという言葉は聞いたことがあるが、内容は知らない

今回の調査で初めて認識した

54.0%

30.0%

17.6%

6.6%

48.8%

28.2%

16.5%

9.0%

50.8%

29.0%

17.0%

7.4%

14.0%

4.4%

8.2%

4.6%

20.0%

13.7%

8.8%

3.6%

17.7%

9.8%

8.5%

4.2%

28.0%

54.4%

47.8%

58.4%

26.3%

52.4%

65.9%

55.1%

26.9%

53.3%

57.5%

57.2%

2.0%

6.7%

17.0%

17.4%

3.8%

4.8%

6.0%

18.0%

3.1%

5.6%

11.1%

17.6%

2.0%

4.4%

9.4%

13.1%

1.3%

0.8%

2.7%

14.4%

1.5%

2.3%

5.9%

13.6%

非製造業

（n=604）

製造業

（n=553）

全体

（n=1,157）

SDGsに既に取り組んでいる SDGsへの取組を検討している

SDGsの内容は把握しているが、自社で取り組んでいない SDGsという言葉は聞いたことがあるが、内容は知らない

今回の調査で初めて認識した

１～５人（n=167）

６～２０人（n=182）

２１人～５０（n=124）

５１人以上（n=80）

１～５人（n=305）

６～２０人（n=159）

２１人～５０人（n=90）

５１人以上（n=50）

１～５人（n=472）

６～２０人（n=341）

２１人～５０人（n=214）

５１人以上（n=130）
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（１）ＳＤＧｓへの取組と期待する効果（回答数：３２５社・複数回答） 

    ※ （１）で「ＳＤＧｓへの取組を検討している」又は「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」と回答した 
          ３６１社のうち３２５社の回答割合 

 

○ （１）で「ＳＤＧｓへの取組を検討している」又は「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」と回答した企 

 業に、検討している取組又は既に実施している取組について聞いたところ、以下のような回答があった 

 （主な回答を抜粋）。 

 

【既に実施（検討）している取組】 

（飲食業）  ・こども食堂への商材の寄付 

（製造業）  ・脱プラスチック製品の開発 

（宿泊業）  ・客室を個別式エアコン及びリサイクルカーペットなど環境に考慮した設計にする     

（運輸業）  ・環境配慮型自動車への買い替え 

（サービス業）・インクルーシブ保育の実践 

 

 ○ （１）で「ＳＤＧｓへの取組を検討している」又は「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」と回答した企 

  業に、取組に期待する効果を聞いたところ、全体では「企業価値の向上」（５６．０％）が最も多く、 

  次いで「従業員のモチベーション向上」（３８．８％）、「企業ＰＲの促進（採用活動等）」 

  （３３．２％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＳＤＧｓへの取組と期待する効果/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

56.0%

38.8%

33.2%

31.7%

15.7%

3.7%

58.6%

34.4%

31.2%

33.1%

12.7%

3.8%

53.6%

42.9%

35.1%

30.4%

18.5%

3.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

企業価値の向上

従業員の

モチベーション向上

企業PRの促進

（採用活動等）

売上・利益の増加

自社以外との連携

その他

全体

製造業

非製造業
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○ ＳＤＧＳに取り組むに当たっての課題を聞いたところ、全体では「より優先すべき課題がある」 

 （２８．３％）が最も多く、次いで「具体的な目標の策定や評価が分からない」（２５．６％）、「資金 

 的な余裕がない」（２５．２％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＳＤＧｓに取り組むに当たっての課題/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

28.3%

25.6%

25.2%

24.8%

23.0%

21.2%

16.8%

5.2%

1.5%

23.9%

34.7%

26.5%

28.1%

26.5%

25.9%

21.9%

15.3%

3.5%

1.3%

19.9%

23.6%

25.0%

23.1%

23.6%

20.8%

20.8%

17.9%

6.5%

1.6%

26.9%

0.0% 20.0% 40.0%

より優先すべき課題がある

具体的な目標の策定や評価が分からない

資金的な余裕がない

時間的な余裕がない

具体的なメリットが感じられない

社内の認知度不足

取引上必要がない

行政の関与や情報提供が少ない

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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○ ＳＤＧｓに取り組む上で期待する支援を聞いたところ、全体では「補助金等財務面での支援」 

 （３４．９％）が最も多く、次いで「事例集や手引の提供」（２３．０％）、「セミナー等の開催」 

 （１０．４％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＳＤＧｓに取り組む上で期待する支援/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

34.9%

23.0%

10.4%

7.8%

7.7%

5.9%

1.0%

48.1%

35.6%

25.2%

9.3%

8.0%

6.6%

5.7%

0.6%

46.4%

34.4%

21.4%

11.2%

7.6%

8.5%

6.0%

1.4%

49.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

補助金等財務面での支援

事例集や手引の提供

セミナー等の開催

企業間での

情報交換・共有の機会

行政による取組企業への認定

専門家による

コンサルティング

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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○ 生物多様性について聞いたところ、「今回の調査で初めて認識した」と回答した企業が、５４.３％と最も 

 多く、生物多様性の認知度は４５.７％であった。そのうち、「生物多様性に関する取組を検討又は実施して 

 いる」と回答した企業は１.７％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 業種別に比較すると、製造業より非製造業のほうが、「今回の調査で初めて認識した」との回答が７.０ポ 

 イント多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生物多様性の認知度/全体（単一回答） 

生物多様性の認知度/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

1.5%

1.8%

1.7%

16.1%

21.7%

18.4%

25.2%

26.3%

25.6%

57.2%

50.2%

54.3%

非製造業

製造業

全体

生物多様性という言葉は聞いた

ことがあるが内容は知らない
内容は把握しているが、

自社で取り組んでいない

生物多様性に関する取組

を検討又は実施している

今回の調査で

初めて認識した
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○ 規模別に比較すると、全体では、規模が大きくなるにつれて、生物多様性の認知度が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ネイチャーポジティブについて聞いたところ、「今回の調査で初めて認識した」と回答した企業が、 

 ６３.８％と最も多く、ネイチャーポジティブの認知度は３６.２％であった。そのうち、「ネイチャーポジ 

 ティブに関する取組を検討又は実施している」と回答した企業は１.３％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生物多様性の認知度/規模別（単一回答） 

生物多様性の認知度/全体（単一回答） 

2.0%

1.2%

0.7%

4.9%

0.8%

1.6%

1.2%

3.8%

0.5%

1.4%
0.9%

23.5%
25.0%

17.3%

14.4%

24.4%

26.0%

25.0%

13.7%

24.1%

25.6%

21.4%
14.1%

21.6%
25.0%

30.2%

23.4%

32.9%

25.2%

26.1%
24.2%

28.6%

25.1%
28.0%

23.7%

52.9%

50.0%

51.2%

61.5%
37.8%

48.0%

47.3%
60.9%

43.6%
48.8%

49.1%

61.3%

非製造業

（n=600）

製造業

（n=550）

全体

（n=1,150）

生物多様性に関する取組を検討又は実施している 内容は把握しているが、自社で取り組んでいない

聞いたことはあるが内容は知らない 今回の調査で初めて認識した

1∼5人（n=161）

6∼20人（n=184）

21人∼50（n=123）

51人以上（n=82）

1∼5人（n=299）

6∼20人（n=162）

21人∼50人n=88）

51人以上（n=51）

1∼5人（n=460）

6∼20人（n=346）

21人∼50人（n=211）

51人以上（n=133）
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○ 業種別に比較すると、製造業より非製造業のほうが、「今回の調査で初めて認識した」との回答が２．５ 

 ポイント多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 規模別に比較すると、全体では、規模が大きくなるにつれて、ネイチャーポジティブの認知度が高くなっ 

 ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ネイチャーポジティブの認知度/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

ネイチャーポジティブの認知度/規模別（単一回答） 

1.0%

1.8%

1.3%

11.5%

12.5%

11.9%

22.7%

23.5%

23.0%

64.8%

62.3%

63.8%

非製造業

製造業

全体

ネイチャーポジティブという言葉は

聞いたことがあるが内容は知らない

内容は把握しているが、

自社で取り組んでいない

ネイチャーポジティブに関する取

組を検討又は実施している

今回の調査で

初めて認識した

2.0%

1.1%

0.7%

4.8%

1.7%

1.1%

1.2%

3.7%

1.4%

0.6%

0.9%

9.8%

13.0%

14.7%

10.0%

14.3%

15.7%

13.3%

7.8%

12.6%

14.6%

14.0%

9.2%

23.5%

26.1%

22.7%

22.6%

33.3%

23.1%

26.7%

15.7%

29.6%

24.4%

24.8%

20.1%

64.7%

59.8%

62.6%

66.8%

47.6%

59.5%

58.9%

75.3%

54.1%

59.6%

60.6%

69.8%

非製造業

（n=607）

製造業

（n=551）

全体

（n=1,158）

ネイチャーポジティブに関する取組を検討又は実施している 内容は把握しているが、自社で取り組んでいない

聞いたことはあるが内容は知らない 今回の調査で初めて認識した

1∼5人（n=166）

6∼20（n=180）

21人∼50（n=121）

51人以上（n=84）

1∼5人（n=301）

6∼20人（n=163）

21人∼50人（n=92）

51人以上（n=51）

1∼5人（n=467）

6∼20人（n=343）

21人∼50人（n=213）

51人以上（n=135）
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○ ネイチャーポジティブに取り組むに当たっての課題を聞いたところ、「社内の認知度不足」（２４.７％） 

 が最も多く、以下、「具体的な目標の策定や評価が分からない」（２２.４％）、「より優先すべき課題があ 

 る」（１９.５％）、の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ネイチャーポジティブに取り組むに当たっての課題/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

24.7%

22.4%

19.5%

17.9%

16.4%

14.5%

13.3%

8.0%

1.3%

39.2%

27.6%

24.9%

23.4%

22.3%

18.6%

15.4%

13.9%

7.6%

0.7%

33.0%

22.6%

20.6%

16.7%

14.7%

14.8%

13.9%

12.8%

8.3%

1.7%

43.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

社内の認知度不足

具体的な目標の策定や

評価が分からない

より優先すべき課題がある

資金的な余裕がない

時間的な余裕がない

具体的なメリットが

感じられない

取引上必要がない

行政の関与や

情報提供が少ない

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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○ ネイチャーポジティブに取り組む上で期待する支援を聞いたところ、全体では「特になし」 

 （５５．５％）が最も多く、次いで「事例集や手引の提供」（２３．６％）、「補助金等財務面での支援」 

 （２１．４％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

55.5%

23.6%

21.4%

12.9%

5.8%

5.6%

5.2%

4.2%

1.5%

52.3%

26.0%

22.8%

12.9%

6.1%

5.9%

5.1%

2.3%

0.8%

57.8%

21.9%

20.4%

13.0%

5.6%

5.5%

5.2%

5.6%

2.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

特になし

事例集や手引の提供

補助金等財務面での支援

セミナー等の開催

専門家による

コンサルティング

企業間での

情報交換・共有の機会

行政による

取組企業への認定

緑地など保全活動の

場の提供

その他

全体

製造業

非製造業

ネイチャーポジティブに取り組む上で期待する支援/全体・製造業・非製造業（複数回答） 
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（１）価格交渉（相談）の実施状況 

ア できている 52.4% イ できていない 29.5% 

ウ 価格交渉をする必要はない 18.1％ 

（２）１年前（令和５年９月）頃と比べた価格交渉（相談）のしやすさ 

ア 改善した 18.1％ イ 変わらない 60.3% 

ウ 難しくなった 9.5％ エ 価格交渉をする必要はない 12.0％ 

（３）価格転嫁の実施状況 

ア １００％ 23.7% イ ８０～９９％ 12.5% 

ウ ６０～７９％ 15.7% エ ４０～５９％ 15.0% 

オ ２０～３９％ 10.6% カ １～１９％ 11.4% 

キ 全くできていない 11.2％ 

価格転嫁が十分にできていない理由(複数回答) 

 ※（３）で２～７のいずれかを選択した企業 

ア 発注側企業と交渉したが、企業全体の方針により理解を得られなかった 16.2％ 

イ 発注側企業と交渉したが、購買部門担当者の理解を得られなかった 15.6％ 

ウ 取引停止などが懸念され、十分に価格交渉ができていない 24.1％ 

エ 同業他社が値上げに慎重なため、自社だけの価格交渉が不安 45.1％ 

オ 最終消費者に受け入れてもらえないおそれがあり、価格交渉ができていない 27.3％ 

カ その他 13.4％ 

（４）直近１年間の賃上げの実施状況 

ア 実施した 60.4％ イ 今後実施する予定又は検討中 11.0％ 

ウ 実施していない（今後も予定はない） 28.6％ 

（５）「パートナーシップ構築宣言」の登録状況 

ア 既に登録している 10.2％ イ 今後登録する予定 3.4％ 

ウ 登録しようか検討している 16.2％ エ 登録する予定はない 40.1％ 

オ 「パートナーシップ構築宣言」を知らない 30.2％ 

（６）－① 「価格交渉支援ツール」の認知度 

ア 日頃から活用している 0.4％ イ 使ったことがある 4.5％ 

ウ 知っているが使ったことはない 26.0％ エ 今回の調査で初めて認識した 69.0％ 

（６）－② 「収支計画シミュレーター」の認知度 

ア 日頃から活用している 0.4％ イ 使ったことがある  2.4％ 

ウ 知っているが使ったことはない 20.3％ エ 今回の調査で初めて認識した 76.9％ 
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（１）SDGs の認知度 

ア SDGs に既に取り組んでいる 19.2% イ SDGs への取組を検討している 7.6% 

ウ SDGs の内容は把握しているが、自社で取り組んでいない 52.0% エ SDGs という言葉は聞いたことがあるが内容は知らない 12.6% 

オ 今回の調査で初めて認識した 8.6%  

SDGs への取組に期待する効果(複数回答) 

ア 企業 PR の促進（採用活動等） 33.2%        イ 売上・利益の増加 31.7% 

ウ 従業員のモチベーション向上 38.8%         エ 自社以外との連携 15.7% 

オ 企業価値の向上 56.0%             カ その他 3.7% 

（２）SDGs に取り組むに当たっての課題(複数回答) 

ア 社内の認知度不足 21.2%                   イ 具体的な目標の策定や評価が分からない 25.6% 

ウ 資金的な余裕がない 25.2%                 エ 時間的な余裕がない 24.8% 

オ より優先すべき課題がある 28.3%        カ 取引上必要がない 16.8% 

キ 具体的なメリットが感じられない 23.0%     ク 行政の関与や情報提供が少ない 5.2% 

ケ その他 1.5%                  コ 0 特になし 23.9% 

（３）SDGs に取り組む上で期待する支援(複数回答) 

ア セミナー等の開催 10.4%             イ 専門家によるコンサルティング 5.9% 

ウ 事例集や手引の提供 23.0%                 エ 補助金等財務面での支援 34.9% 

オ 企業間での情報交換・共有の機会 7.8%           カ 行政による取組企業への認定 7.7% 

キ その他 1.0%                      ク 特になし 48.1% 

（１）生物多様性の認知度 

ア 生物多様性に関する取組を検討又は実施している 1.7% イ 内容は把握しているが自社で取り組んでいない 18.4% 

ウ 聞いたことはあるが内容は知らない 25.6% エ 今回の調査で初めて認識した 54.3% 

（２）ネイチャーポジティブの認知度 

ア ネイチャーポジティブに関する取組を検討又は実施している 1.3%    イ 内容は把握しているが自社で取り組んでいない 11.9% 

ウ 聞いたことはあるが内容は知らない 23.0%    エ 今回の調査で初めて認識した 63.8% 

（３）ネイチャーポジティブに取り組むに当たっての課題(複数回答) 

ア 社内の認知度不足 24.7%                 イ 具体的な目標の策定や評価が分からない 22.4% 

ウ 資金的な余裕がない 17.9%                エ 時間的な余裕がない 16.4% 

オ より優先すべき課題がある 19.5%       カ 取引上必要がない 13.3% 

キ 具体的なメリットが感じられない 14.5%    ク 行政の関与や情報提供が少ない 8.0% 

ケ その他 1.3%                コ 0 特になし 39.2% 

（４）ネイチャーポジティブに取り組む上で期待する支援(複数回答) 

ア セミナー等の開催 12.9%                 イ 専門家によるコンサルティング 5.8% 

ウ 事例集や手引の提供 23.6%                エ 補助金等財務面での支援 21.4% 

オ 企業間での情報交換・共有の機会 5.6%     カ 行政による取組企業への認定 5.2% 

キ 緑地など保全活動の場の提供 4.2%         ク その他 1.5% 

ケ 特になし 55.5% 
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V. 付表 売上げＤＩ・資金繰りＤＩ・採算ＤＩ・設備投資実施率の推移 

・売上げＤＩの推移（詳細） 

 

R5. R5. R６. R６. R6. R6.

7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

（当　期） （見通し）

▲ 17.8 ▲ 7.6 ▲ 25.8 ▲ 18.5 ▲ 19.6 ▲ 1.1 ▲ 1.8 ▲ 2.4

▲ 19.4 ▲ 8.4 ▲ 28.1 ▲ 23.4 ▲ 22.1 1.2 ▲ 2.7 ▲ 1.0

4.2 17.0 ▲ 8.2 3.9 ▲ 8.3 ▲ 12.3 ▲ 12.5 45.8

▲ 26.5 0.0 ▲ 21.6 ▲ 37.1 ▲ 14.7 22.4 11.8 ▲ 32.4

▲ 30.8 ▲ 10.0 ▲ 3.7 ▲ 26.9 ▲ 21.4 5.5 9.3 ▲ 3.6

▲ 26.5 ▲ 16.4 ▲ 67.4 ▲ 14.5 ▲ 26.7 ▲ 12.1 ▲ 0.1 ▲ 2.3

▲ 40.0 7.3 ▲ 28.9 ▲ 30.0 ▲ 38.5 ▲ 8.5 1.5 ▲ 10.3

▲ 20.9 4.9 ▲ 26.2 ▲ 13.0 ▲ 38.3 ▲ 25.3 ▲ 17.4 8.3

▲ 20.4 ▲ 28.6 ▲ 44.0 ▲ 22.2 ▲ 18.5 3.7 1.9 ▲ 1.9

▲ 28.3 ▲ 19.6 ▲ 37.3 ▲ 19.6 ▲ 15.6 4.0 12.7 4.4

▲ 19.0 ▲ 14.1 ▲ 39.4 ▲ 35.6 ▲ 26.0 9.6 ▲ 7.0 ▲ 2.7

▲ 6.3 ▲ 1.9 ▲ 14.5 ▲ 33.3 ▲ 17.6 15.7 ▲ 11.4 ▲ 11.8

▲ 5.6 0.0 ▲ 22.4 ▲ 17.4 ▲ 15.4 2.0 ▲ 9.8 0.0

▲ 26.7 ▲ 27.9 ▲ 13.3 ▲ 33.9 ▲ 24.1 9.8 2.5 ▲ 13.8

   非  製  造  業 ▲ 16.6 ▲ 7.0 ▲ 24.0 ▲ 14.9 ▲ 17.8 ▲ 2.9 ▲ 1.2 ▲ 3.4

▲ 14.6 ▲ 7.6 ▲ 14.6 ▲ 26.8 ▲ 22.4 4.3 ▲ 7.9 ▲ 9.8

 総合工事業 ▲ 15.4 ▲ 7.7 ▲ 8.2 ▲ 14.8 ▲ 23.6 ▲ 8.8 ▲ 8.3 ▲ 25.5

 職別工事業 ▲ 16.3 ▲ 13.5 ▲ 21.2 ▲ 38.0 ▲ 19.2 18.8 ▲ 2.9 0.0

 設備工事業 ▲ 12.3 ▲ 1.9 ▲ 14.0 ▲ 28.3 ▲ 24.5 3.8 ▲ 12.2 ▲ 2.1

▲ 25.3 ▲ 14.0 ▲ 36.2 ▲ 15.3 ▲ 22.9 ▲ 7.5 2.4 ▲ 7.7

（卸売業） ▲ 16.0 ▲ 5.6 ▲ 34.2 ▲ 14.3 ▲ 9.9 4.4 6.1 ▲ 3.8

 繊維・衣服等 ▲ 18.8 ▲ 35.0 ▲ 28.6 ▲ 35.0 ▲ 21.1 13.9 ▲ 2.3 ▲ 26.3

 飲食料品 3.1 19.2 ▲ 39.3 3.4 ▲ 3.2 ▲ 6.7 ▲ 6.4 ▲ 3.1

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 34.4 0.0 ▲ 25.0 ▲ 21.9 ▲ 26.7 ▲ 4.8 7.7 ▲ 10.0

 機械器具 ▲ 9.1 ▲ 13.0 ▲ 28.0 0.0 0.0 0.0 9.1 18.5

その他 ▲ 21.7 ▲ 8.3 ▲ 48.0 ▲ 26.1 0.0 26.1 21.7 ▲ 4.2

（小売業） ▲ 33.3 ▲ 20.9 ▲ 38.1 ▲ 16.3 ▲ 35.0 ▲ 18.7 ▲ 1.7 ▲ 11.5

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 59.5 ▲ 21.4 ▲ 35.5 ▲ 14.7 ▲ 42.5 ▲ 27.8 17.0 ▲ 10.3

 飲食料品 ▲ 21.1 0.0 ▲ 37.1 2.8 ▲ 28.6 ▲ 31.3 ▲ 7.5 17.9

 機械器具 ▲ 21.2 ▲ 20.0 ▲ 44.8 ▲ 26.7 ▲ 21.9 4.8 ▲ 0.7 ▲ 27.3

 その他 ▲ 30.6 ▲ 41.0 ▲ 35.9 ▲ 26.8 ▲ 42.5 ▲ 15.7 ▲ 11.9 ▲ 20.5

0.0 7.1 ▲ 5.7 ▲ 2.7 ▲ 21.4 ▲ 18.7 ▲ 21.4 14.3

▲ 24.1 16.7 5.8 ▲ 1.9 ▲ 11.3 ▲ 9.4 12.8 14.8

▲ 13.5 ▲ 8.8 ▲ 34.6 ▲ 19.6 ▲ 5.3 14.4 8.2 1.8

▲ 16.3 ▲ 19.2 ▲ 13.2 ▲ 18.4 ▲ 16.7 1.7 ▲ 0.4 ▲ 20.4

▲ 6.2 ▲ 1.8 ▲ 26.3 ▲ 7.0 ▲ 11.5 ▲ 4.5 ▲ 5.3 2.4

 専門サービス業 ▲ 8.0 ▲ 2.3 ▲ 13.3 ▲ 15.2 8.7 23.9 16.7 ▲ 15.2

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 22.9 ▲ 15.4 ▲ 36.8 ▲ 5.3 ▲ 25.6 ▲ 20.4 ▲ 2.8 ▲ 2.5

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 2.9 0.0 ▲ 31.6 ▲ 10.5 ▲ 29.3 ▲ 18.7 ▲ 26.4 24.4

 その他の事業サービス業 7.3 9.1 ▲ 25.6 5.7 ▲ 2.6 ▲ 8.3 ▲ 9.9 5.3

売上げＤＩの推移

前期比
業　　　　　　　種

 全 　 　　　　体

増　 減

前年
同期比

 家具・装備品

 プラスチック製品

 輸送用機械器具

小

売

単位：ＤＩ

   製　　造　　業

 食料品製造

 繊維工業

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 化学工業

 金属製品

 鉄鋼業・非鉄金属

 情報サービス業

 運輸業

 電気機械器具　

卸

売

 一般機械器具

 建　設　業

 サービス業

 卸売・小売業

 不動産業

 飲　食　店
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・資金繰りＤＩの推移（詳細） 

 

R5. R5. R6. R6. R6. R6.

7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

（当　期） （見通し）

▲ 21.8 ▲ 16.8 ▲ 23.2 ▲ 18.5 ▲ 19.9 ▲ 1.4 1.9 ▲ 11.6

▲ 24.4 ▲ 18.0 ▲ 26.0 ▲ 23.5 ▲ 24.1 ▲ 0.6 0.4 ▲ 10.7

▲ 19.1 ▲ 8.2 ▲ 6.5 ▲ 4.0 ▲ 22.9 ▲ 18.9 ▲ 3.8 2.0

▲ 35.3 ▲ 21.9 ▲ 21.6 ▲ 39.4 ▲ 44.1 ▲ 4.7 ▲ 8.8 ▲ 32.4

▲ 44.0 ▲ 18.5 ▲ 4.0 ▲ 26.9 ▲ 21.4 5.5 22.6 ▲ 14.3

▲ 35.4 ▲ 9.4 ▲ 47.8 ▲ 28.3 ▲ 28.9 ▲ 0.6 6.5 ▲ 15.9

▲ 48.7 ▲ 22.5 ▲ 22.2 ▲ 26.3 ▲ 33.3 ▲ 7.0 15.4 ▲ 25.6

▲ 4.9 ▲ 2.5 ▲ 10.0 ▲ 9.1 ▲ 19.1 ▲ 10.1 ▲ 14.3 4.3

▲ 27.1 ▲ 14.6 ▲ 36.7 ▲ 39.6 ▲ 22.2 17.4 4.9 ▲ 14.8

▲ 20.0 ▲ 25.0 ▲ 32.7 ▲ 27.7 ▲ 20.0 7.7 0.0 2.2

▲ 17.2 ▲ 19.4 ▲ 39.7 ▲ 18.1 ▲ 27.8 ▲ 9.7 ▲ 10.6 ▲ 7.0

▲ 15.9 ▲ 10.0 ▲ 16.7 ▲ 27.1 ▲ 15.7 11.4 0.2 ▲ 11.8

▲ 15.1 ▲ 23.1 ▲ 29.2 ▲ 17.4 ▲ 16.3 1.1 ▲ 1.2 ▲ 3.9

▲ 29.8 ▲ 37.3 ▲ 25.9 ▲ 24.6 ▲ 22.8 1.8 7.0 ▲ 21.8

   非  製  造  業 ▲ 19.8 ▲ 15.9 ▲ 21.0 ▲ 14.7 ▲ 16.9 ▲ 2.2 2.9 ▲ 12.3

▲ 27.6 ▲ 21.6 ▲ 24.5 ▲ 23.8 ▲ 23.1 0.8 4.5 ▲ 16.6

 総合工事業 ▲ 30.8 ▲ 20.8 ▲ 34.0 ▲ 25.0 ▲ 34.5 ▲ 9.5 ▲ 3.8 ▲ 25.9

 職別工事業 ▲ 33.3 ▲ 32.7 ▲ 25.5 ▲ 29.2 ▲ 21.2 8.0 12.2 ▲ 10.0

 設備工事業 ▲ 19.6 ▲ 11.3 ▲ 14.3 ▲ 17.6 ▲ 12.2 5.4 7.4 ▲ 12.8

▲ 20.0 ▲ 18.5 ▲ 25.2 ▲ 14.8 ▲ 18.9 ▲ 4.1 1.1 ▲ 15.2

（卸売業） ▲ 9.5 ▲ 7.6 ▲ 11.9 ▲ 15.1 ▲ 13.7 1.3 ▲ 4.3 ▲ 8.4

 繊維・衣服等 ▲ 7.1 ▲ 35.0 ▲ 9.1 ▲ 52.9 ▲ 21.1 31.9 ▲ 13.9 ▲ 42.1

 飲食料品 ▲ 7.1 4.0 ▲ 3.7 ▲ 6.9 ▲ 3.2 3.7 3.9 6.5

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 9.4 3.2 ▲ 14.8 ▲ 22.6 ▲ 23.3 ▲ 0.8 ▲ 14.0 ▲ 10.0

 機械器具 ▲ 4.5 4.8 ▲ 8.7 3.6 ▲ 7.4 ▲ 11.0 ▲ 2.9 0.0

 その他 ▲ 20.0 ▲ 22.7 ▲ 23.8 ▲ 9.5 ▲ 16.7 ▲ 7.1 3.3 ▲ 8.3

（小売業） ▲ 28.8 ▲ 27.7 ▲ 36.4 ▲ 14.6 ▲ 23.7 ▲ 9.1 5.0 ▲ 21.6

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 28.6 ▲ 34.2 ▲ 34.5 ▲ 12.5 ▲ 30.0 ▲ 17.5 ▲ 1.4 ▲ 12.8

 飲食料品 ▲ 35.1 ▲ 22.9 ▲ 40.6 ▲ 11.1 ▲ 21.4 ▲ 10.3 13.7 ▲ 21.4

 機械器具 ▲ 25.8 ▲ 26.7 ▲ 41.4 ▲ 10.7 ▲ 25.0 ▲ 14.3 0.8 ▲ 25.0

 その他 ▲ 25.0 ▲ 26.3 ▲ 30.8 ▲ 22.0 ▲ 17.9 4.0 7.1 ▲ 27.5

▲ 17.6 ▲ 21.4 ▲ 14.3 ▲ 16.7 ▲ 21.4 ▲ 4.8 ▲ 3.8 ▲ 9.5

▲ 12.1 5.7 ▲ 7.7 7.5 ▲ 6.5 ▲ 14.0 5.6 6.5

▲ 23.5 ▲ 28.1 ▲ 20.8 ▲ 18.9 ▲ 14.3 4.6 9.2 ▲ 19.6

▲ 15.0 ▲ 16.0 ▲ 5.7 ▲ 12.2 ▲ 9.4 2.8 5.6 ▲ 17.3

▲ 14.8 ▲ 7.6 ▲ 20.8 ▲ 12.1 ▲ 13.7 ▲ 1.6 1.2 ▲ 7.3

 専門サービス業 ▲ 16.7 ▲ 9.1 ▲ 11.1 ▲ 15.6 ▲ 8.7 6.9 8.0 ▲ 21.7

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 20.6 ▲ 10.5 ▲ 41.7 ▲ 20.0 ▲ 23.7 ▲ 3.7 ▲ 3.1 ▲ 7.7

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 14.3 2.9 ▲ 10.8 0.0 ▲ 12.5 ▲ 12.5 1.8 15.0

 その他の事業サービス業 ▲ 7.9 ▲ 12.2 ▲ 22.2 ▲ 11.8 ▲ 10.8 1.0 ▲ 2.9 ▲ 12.8

 輸送用機械器具

 プラスチック製品

 建　設　業

 電気機械器具　

資金繰りＤＩの推移

 化学工業

 食料品製造

 繊維工業

増　 減

 家具・装備品

 全 　 　　　　体

単位：ＤＩ

 印刷業

前期比
前年

同期比
業　　　　　　　種

 情報サービス業

 不動産業

   製　　造　　業

小

売

卸

売

 サービス業

 飲　食　店

 卸売・小売業

 鉄鋼業・非鉄金属

 パルプ・紙・紙加工品

 金属製品

 運輸業

 一般機械器具
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・採算ＤＩの推移（詳細）  

 

R5. R5. R6. R6. R6. R6.

7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期
（当　期） （見通し）

▲ 26.9 ▲ 22.7 ▲ 28.5 ▲ 26.7 ▲ 25.5 1.2 1.4 ▲ 13.9

▲ 28.7 ▲ 20.6 ▲ 30.5 ▲ 30.4 ▲ 27.9 2.5 0.7 ▲ 13.3

▲ 21.3 ▲ 12.2 ▲ 6.5 ▲ 22.0 ▲ 29.2 ▲ 7.2 ▲ 7.9 6.4

▲ 47.1 ▲ 25.8 ▲ 32.4 ▲ 39.4 ▲ 48.6 ▲ 9.2 ▲ 1.5 ▲ 39.4

▲ 37.5 ▲ 29.6 ▲ 16.0 ▲ 40.0 ▲ 17.9 22.1 19.6 ▲ 25.0

▲ 39.6 ▲ 24.5 ▲ 50.0 ▲ 24.5 ▲ 34.8 ▲ 10.3 4.8 ▲ 27.3

▲ 35.9 ▲ 12.5 ▲ 16.7 ▲ 31.6 ▲ 35.9 ▲ 4.3 0.0 ▲ 23.1

▲ 12.2 0.0 ▲ 12.5 ▲ 11.6 ▲ 23.4 ▲ 11.8 ▲ 11.2 ▲ 2.1

▲ 34.0 ▲ 19.1 ▲ 40.8 ▲ 43.4 ▲ 29.1 14.3 5.0 ▲ 22.2

▲ 34.0 ▲ 26.5 ▲ 34.7 ▲ 29.2 ▲ 26.7 2.5 7.3 ▲ 2.2

▲ 22.2 ▲ 23.0 ▲ 45.9 ▲ 32.4 ▲ 33.8 ▲ 1.4 ▲ 11.6 ▲ 11.1

▲ 20.6 ▲ 14.0 ▲ 28.8 ▲ 29.2 ▲ 17.3 11.9 3.3 ▲ 3.9

▲ 18.9 ▲ 17.3 ▲ 32.7 ▲ 21.7 ▲ 14.0 7.7 4.9 ▲ 4.0

▲ 33.9 ▲ 39.7 ▲ 31.0 ▲ 42.1 ▲ 26.3 15.8 7.6 ▲ 19.6

   非  製  造  業 ▲ 25.5 ▲ 24.2 ▲ 27.1 ▲ 23.9 ▲ 23.8 0.1 1.8 ▲ 14.3

▲ 28.4 ▲ 25.8 ▲ 24.1 ▲ 32.9 ▲ 25.8 7.1 2.6 ▲ 13.9

 総合工事業 ▲ 41.2 ▲ 31.9 ▲ 30.4 ▲ 40.4 ▲ 32.7 7.7 8.4 ▲ 20.4

 職別工事業 ▲ 27.1 ▲ 33.3 ▲ 27.5 ▲ 33.3 ▲ 23.5 9.8 3.6 ▲ 14.0

 設備工事業 ▲ 17.9 ▲ 13.2 ▲ 14.6 ▲ 25.0 ▲ 20.4 4.6 ▲ 2.6 ▲ 6.4

▲ 26.4 ▲ 29.1 ▲ 38.2 ▲ 30.3 ▲ 32.5 ▲ 2.2 ▲ 6.1 ▲ 22.2

（卸売業） ▲ 18.1 ▲ 23.1 ▲ 33.0 ▲ 31.2 ▲ 25.0 6.2 ▲ 6.9 ▲ 16.0

 繊維・衣服等 ▲ 42.9 ▲ 78.9 ▲ 54.5 ▲ 52.9 ▲ 47.4 5.6 ▲ 4.5 ▲ 47.4

 飲食料品 0.0 0.0 ▲ 33.3 ▲ 35.7 ▲ 29.0 6.7 ▲ 29.0 ▲ 22.6

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 25.0 ▲ 16.1 ▲ 33.3 ▲ 38.7 ▲ 35.5 3.2 ▲ 10.5 ▲ 6.7

 機械器具 ▲ 18.2 0.0 ▲ 17.4 ▲ 7.1 3.7 10.8 21.9 ▲ 7.4

 その他 ▲ 15.0 ▲ 31.8 ▲ 38.1 ▲ 28.6 ▲ 20.8 7.7 ▲ 5.8 ▲ 4.2

（小売業） ▲ 33.3 ▲ 34.0 ▲ 42.6 ▲ 29.4 ▲ 39.6 ▲ 10.2 ▲ 6.2 ▲ 28.1

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 38.2 ▲ 39.5 ▲ 41.4 ▲ 34.4 ▲ 50.0 ▲ 15.6 ▲ 11.8 ▲ 20.5

 飲食料品 ▲ 43.2 ▲ 22.9 ▲ 46.9 ▲ 19.4 ▲ 42.9 ▲ 23.4 0.4 ▲ 32.1

 機械器具 ▲ 25.0 ▲ 26.7 ▲ 44.8 ▲ 32.1 ▲ 25.0 7.1 0.0 ▲ 25.0

 その他 ▲ 25.7 ▲ 44.7 ▲ 38.5 ▲ 32.5 ▲ 38.5 ▲ 6.0 ▲ 12.7 ▲ 35.0

▲ 26.5 ▲ 31.7 ▲ 20.0 ▲ 25.0 ▲ 26.2 ▲ 1.2 0.3 2.4

▲ 19.0 ▲ 1.9 ▲ 11.5 1.9 ▲ 4.8 ▲ 6.7 14.1 3.2

▲ 47.1 ▲ 42.1 ▲ 35.4 ▲ 28.3 ▲ 25.0 3.3 22.1 ▲ 14.5

▲ 22.5 ▲ 19.6 ▲ 8.3 ▲ 14.0 ▲ 15.4 ▲ 1.4 7.1 ▲ 20.8

▲ 17.0 ▲ 15.1 ▲ 21.1 ▲ 14.1 ▲ 16.0 ▲ 2.0 0.9 ▲ 10.4

 専門サービス業 ▲ 14.6 ▲ 13.6 ▲ 11.1 ▲ 11.1 ▲ 4.3 6.8 10.2 ▲ 19.6

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 24.2 ▲ 21.1 ▲ 42.9 ▲ 20.0 ▲ 25.6 ▲ 5.6 ▲ 1.4 ▲ 15.4

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 17.6 ▲ 8.6 ▲ 25.0 ▲ 2.9 ▲ 20.0 ▲ 17.1 ▲ 2.4 7.3

 その他の事業サービス業 ▲ 13.2 ▲ 16.7 ▲ 8.3 ▲ 23.5 ▲ 16.2 7.3 ▲ 3.1 ▲ 13.2

卸

売

小

売

 情報サービス業

 不動産業

 運輸業

 輸送用機械器具

 卸売・小売業

 飲　食　店

 サービス業

 一般機械器具

 建　設　業

採算ＤＩの推移

前期比

単位：ＤＩ

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 食料品製造

 繊維工業

前年
同期比

 電気機械器具　

 化学工業

 全 　 　　　　体

増　減

業　　　　　　　種

   製　　造　　業

 プラスチック製品

 金属製品

 家具・装備品

 鉄鋼業・非鉄金属
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・設備投資実施率の推移（詳細）  

 

R5. R5. R6. R6. R6. R6.

7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

（当　期） （見通し）

20.4 19.3 20.3 19.9 23.4 3.5 3.0 18.6

24.6 22.9 23.2 23.0 27.3 4.3 2.7 22.0

37.5 34.0 31.9 34.7 38.3 3.6 0.8 26.1

11.8 12.5 10.8 11.4 17.6 6.2 5.9 8.8

16.0 16.7 3.7 11.5 21.4 9.9 5.4 14.8

12.2 12.5 21.7 18.5 20.5 1.9 8.2 6.8

15.0 17.9 15.8 10.0 21.1 11.1 6.1 15.4

34.9 24.4 30.2 33.3 34.0 0.7 ▲ 0.8 31.9

32.7 27.1 24.5 17.0 27.8 10.8 ▲ 4.9 17.0

39.6 32.7 28.6 40.0 31.8 ▲ 8.2 ▲ 7.8 31.8

17.2 31.3 22.4 15.3 25.0 9.7 7.8 25.4

21.9 18.9 32.7 29.4 25.5 ▲ 3.9 3.6 22.0

32.1 34.6 29.2 34.8 44.0 9.2 11.9 36.7

18.6 6.6 15.3 16.9 16.9 0.0 ▲ 1.7 18.6

   非  製  造  業 17.3 16.6 18.1 17.7 20.7 3.0 3.4 16.1

18.4 12.2 12.7 14.1 18.1 4.0 ▲ 0.3 18.8

 総合工事業 24.5 11.8 22.0 19.6 20.0 0.4 ▲ 4.5 22.6

 職別工事業 12.5 7.7 5.8 9.8 11.5 1.7 ▲ 1.0 15.4

 設備工事業 17.5 17.0 10.4 13.0 22.9 10.0 5.4 18.4

14.2 14.4 17.5 14.6 14.3 ▲ 0.3 0.2 13.6

（卸売業） 18.4 20.2 19.3 15.8 17.4 1.6 ▲ 1.0 17.4

 繊維・衣服等 6.7 15.0 23.1 10.0 15.0 5.0 8.3 15.0

 飲食料品 18.8 19.2 32.1 20.7 32.3 11.6 13.5 25.8

 建築材料、鉱物・金属材料等 31.3 25.8 14.3 18.8 16.7 ▲ 2.1 ▲ 14.6 20.0

 機械器具 13.6 21.7 16.0 13.8 18.5 4.7 4.9 14.8

 その他 12.5 16.7 12.0 13.0 0.0 ▲ 13.0 ▲ 12.5 8.3

（小売業） 10.5 9.5 15.8 13.5 11.4 ▲ 2.0 0.9 10.0

 織物・衣服・身の回り品 2.7 4.9 3.2 0.0 5.0 5.0 2.3 2.5

 飲食料品 10.8 5.4 11.4 13.9 7.1 ▲ 6.7 ▲ 3.7 7.1

 機械器具 21.2 13.3 28.6 16.7 21.9 5.2 0.7 9.4

 その他 8.3 15.4 20.5 22.0 12.5 ▲ 9.5 4.2 20.0

11.4 21.4 14.3 16.7 23.8 7.1 12.4 2.4

14.0 13.0 19.2 24.5 17.7 ▲ 6.8 3.7 12.9

31.4 31.6 30.8 40.7 38.6 ▲ 2.1 7.2 24.6

14.3 11.5 10.8 10.0 16.7 6.7 2.4 16.7

20.0 20.9 22.4 19.0 29.1 10.1 9.1 19.4

 専門サービス業 24.0 15.9 22.2 21.7 32.6 10.9 8.6 17.4

 洗濯・理美容・浴場業 20.6 20.5 17.9 13.9 27.5 13.6 6.9 22.5

 その他生活関連・娯楽業 19.4 27.8 30.8 21.6 34.1 12.5 14.7 26.8

 その他の事業サービス業 15.0 20.5 18.4 17.6 21.1 3.4 6.1 10.5

設備投資の実施率

　単位：％

業　　　　　　　種
増　減

 全 　 　　　　体

前年
同期比

   製　　造　　業

前期比

 食料品製造

 繊維工業

 家具・装備品

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 プラスチック製品

 運輸業

 不動産業

 鉄鋼業・非鉄金属

 化学工業

 金属製品

 電気機械器具　

 輸送用機械器具

 一般機械器具

 サービス業

 建　設　業

 卸売・小売業

卸

売

小

売

 飲　食　店

 情報サービス業
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・資金繰りＤＩの推移（平成２３年７月～）  
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・採算ＤＩの推移（平成２３年７月～）  
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参考 アンケート調査票 
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アンケート調査対象業種 第14回改訂日本標準産業分類（R5.7改訂）

電子部品・デバイス・電子回路製造業(28)、

電気機械器具製造業(29)、情報通信機械器具製造業(30)

はん用機械器具製造業(25)、生産用機械器具製造業(26)、

業務用機械器具製造業(27)

その他の生活関連サービス業(79)、娯楽業(80)

サ
ー

ビ
ス
業

飲食料品小売業(58)

機械器具小売業(59)

その他の事業サービス業(92)

小

売

業

アンケート調査対象業種と日本標準産業分類の対応

道路貨物運送業(44)

不動産取引業(68)

専門サービス業(72)

洗濯・理容・美容・浴場業(78)

その他の小売業(60)

繊維・衣服等卸売業(51)

飲食料品卸売業(52)

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業(53)

機械器具卸売業(54)

飲食店(76)

情報サービス業(39)

建

設

業

卸

売

業

製

造

業

非

製

造

業

化学工業(16)

その他の卸売業(55)

織物・衣服・身の回り品小売業(57)

輸送用機械器具製造業(31)

総合工事業(06)

職別工事業(07)

設備工事業(08)

食料品製造業(09)

繊維工業(11)

専門サービス業

洗濯・理美容・浴場業

機械器具

その他

織物・衣服・身の回り品

飲食料品

建築材料、鉱物・金属材料等

機械器具

家具・装備品製造業(13)

パルプ・紙・紙加工品製造業(14)

印刷・同関連業(15)

プラスチック製品製造業(18)

鉄鋼業(22)、非鉄金属製造業(23)

金属製品製造業(24)

その他

繊維・衣服等

飲食料品

その他の事業サービス業　

　飲 食 店

　情報サービス業

　運輸業

　不動産業

その他の生活関連・娯楽業

総合工事業

職別工事業

設備工事業

電気機械器具

輸送用機械器具

プラスチック製品

化学工業

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

一般機械器具

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業
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